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研究要旨 

公衆浴場や冷却塔などにおけるレジオネラ属菌の病原性微生物による汚染に対応し、衛生管理を

推進するため、①公衆浴場への対応、②冷却塔への対応、③レジオネラ属菌の培養検査の精度管

理、並びに④レジオネラ属菌の分子疫学の研究を行った。 

①公衆浴場への対応として、以下の成果を得た。Mycobacterium phlei 等の抗酸菌が遊離塩素とモノ

クロラミンの消毒方法と関係なく浴槽水において増殖し、夾雑菌としてレジオネラ属菌の検査培地から

検出されることを明らかにした。試験管内試験で M. phlei の増加要因を検討し、増加する温泉水としな

い温泉水があることを経験するとともに、pH の影響を検討した。さらに温泉水中の M. phlei に対するモ

ノクロラミン消毒の効果が、高い場合と低い場合があることも試験管内試験で明らかになった。モノクロ

ラミン消毒はレジオネラ属菌の不活化に有効であるが、感受性に幅があることを試験管内試験で確認し

た。レジオネラ属菌が継続的に検出される施設にモノクロラミン消毒を適用して効果を期待したが、レジ

オネラ属菌の遺伝子が継続的に検出されて、洗浄しても除ききれず、ろ過器等の衛生管理の改善が必

要であった。ろ過器への対策とした電解オゾン水による消毒では、利用者数が多く汚染の負荷が高い

間はレジオネラ属菌が散発的に検出され、利用者数の減少とろ過砂の交換により消毒効果が間に合っ

て検出が抑えられるようになったことを経験した。短期の繰り返しの洗浄によるバイオフィルムの除去、

レジオネラ属菌の抑制効果を洗濯機の除染で経験した。 

②冷却塔への対応として、以下の成果を得た。国内の冷却塔を発生源としたレジオネラ症集団感染

の数値流体力学解析（CFD シミュレーション）を行い、レジオネラ属菌の広域拡散を定量的に評価し

た。レジオネラ属菌の拡散範囲は、天候・時間帯・風向など複数の環境要因の組み合わせによって大き

く変動することが定量的に確認された。集団感染事例が発生した冷却塔環境の風速と風向、代替の冷

却塔排出風を実測し、大気拡散モデルによる粒子拡散のシミュレーションを行い、上方や周辺への飛

散が前述の CFD 解析結果と整合することを確認した。ニューヨーク州および市における冷却塔の登録

制度に関する法規制等の情報を収集した。登録制度には罰則等の法的措置が設けられており、冷却

塔の衛生管理において一定の役割を果たしているとともに、感染症発生時における感染源特定等の調

査においても有益と考えられた。 

③レジオネラ属菌の培養検査の精度管理に以下を検討した。英国健康安全保障庁（UKHSA）が実

施する EQA Legionella isolation scheme G140 への地方衛生研究所（地衛研）の参加を支援し、得られた

検査結果の解析および課題の整理を行った。2025 年度は 55 機関の地衛研が参加し、G140A では 53

機関（96.4％）、G140B では 51 機関（92.7％）で Z スコア良好範囲内の結果を示した。 
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A. 研究目的 

公衆浴場や冷却塔の水にはレジオネラ属菌等

の病原性微生物が増殖し、レジオネラ属菌による

集団感染が繰り返される。衛生向上を目的とする

はずの公衆浴場において、衛生低下の問題が生

じた（2002年 宮崎県他）。浴場施設の塩素消毒が

緊急避難的に導入されたが、高 pH（8～）での消

毒効果の不足や、塩素臭の敬遠から消毒が不徹

底等に陥る（2022 年 福岡県）事態が生じた。公衆

浴場における感染事故に加えて、冷却塔の環境

汚染源を疑う事故も生じて、生活環境中の汚染源

対策が広く求められている（2021年 広島県、2022

年 兵庫県、2023 年 宮城県・大阪府）。 

先の研究班「公衆浴場の衛生管理の推進のた

めの研究（22LA1008）」までの成果として、公衆浴

場は一般的な遊離塩素ではなく、結合塩素（モノ

クロラミン）の消毒によって、消毒の不足や塩素臭

の回避が可能となった。成果は厚労省通知「公衆

浴場における衛生等管理要領等の改正について

（令和元年9月19 日生食発0919 第8号）」となり、

自治体条例への反映が進んでいる。 

④分子疫学について以下の成果を得た。SBT（sequence-based typing）型別に用いる flaA 遺伝子の

PCR プライマーを修正した。2003 年から 2025 年にかけて冷却塔水から分離されたレジオネラ属菌の

460 株は、L. pneumophila が最も多く、血清群では SG1, SG13, SG7 が主要であり、SG1 は ST1 の C1

グループと ST154 の C2 グループが全体の 95 %を占めることを明らかにした。過去の 12 の患者株と環

境株の SNP（Single Nucleotide Polymorphism）解析を行い、組み換え領域を除去するか、しないかの解

析方法の違いによって結果が異なる可能性、感染源を判断する難しさを明らかにした。一人の患者が

同じ潜伏期間内に 2 施設で 2 つの公衆浴場由来の株に感染したと説明できる事例を経験した。レジオ

ネラ症の散発事例及び集積事例について、分離株間の遺伝的距離を cgMLST（core genome multilocus 

Sequence typing）解析及び SNP 解析により比較し、各事例における遺伝的距離に関する基礎データを

蓄積した。散発事例のうち 4 事例では cgMLST 解析で 1～4 allele 差、SNP 解析で 1～14 SNPs、1 事

例は cgMLST 解析で 9 allele 差、SNP 解析で 24 SNPs であった。集積事例では cgMLST 解析で 3～

23 allele 差、SNP 解析で 4～28 SNPs を示した。国内で臨床からの分離頻度の高い遺伝子型(ST)であ

る ST23 ならびに ST89 の菌株の SNP 解析を行なったところ、SBT 法では区別できない ST23、ST89 を

高解像に識別できた。この場合は組み換え領域を除去しない方法の識別能が高かった。信頼性の高い

調査や判断には、より多くの菌株や事例を検討して、将来に備えること、丁寧な疫学調査、細菌学的調

査が重要と言えた。 
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冷却塔への対応は先の研究班で行っていなか

ったところ、立て続けに集団感染が生じ、喫緊の

課題となった。冷却塔は、冷房や冷蔵・冷凍設備

で使われる冷却水を、気化熱によって冷却する装

置で、使用される水にレジオネラ属菌が増殖しや

すく、菌を含む水が飛散して感染事故の原因とな

る。空冷式に比べて、冷却塔を用いる水冷式は冷

却効率が高く、特定建築物や工場で広く採用され

る。外気温が 40℃に達するような夏場では空冷式

の効率が大きく低下する一方、水冷式は水の蒸

発潜熱を利用することで比較的安定した冷却性能

を発揮できる。エネルギー消費の観点からも水冷

式は有利であり、その性能を安全に発揮するため

には、冷却塔の適切な維持管理が欠かせない。 

公衆浴場と冷却塔では対策の方法が異なるか

もしれないが、どちらもレジオネラ属菌の検査方

法や水の管理が共通して重要であることに変わり

なく、双方の参考になる。本研究は公衆浴場と冷

却塔のレジオネラの発生防止と、衛生管理の向上

と推進を目的とする（図 0）。 

以降、1 から 13 まである課題内容別に、A.目的、

B.方法、C.結果および考察、D.結論を記載した。

この数字は分担研究報告書の順番に対応してお

り、図表の番号もこれに対応させた。 

 

A1. 公衆浴場の浴槽水における抗酸菌について 

レジオネラ属菌の増殖を抑えるため、公衆浴場

では主に次亜塩素酸ナトリウム（遊離塩素）により

浴槽水が消毒されている。ただし、アンモニア態

窒素、鉄、マンガン、有機物を含んでいたり、高

pH の場合、消毒効果が低下することが知られて

いる。結合塩素の一種であるモノクロラミンであれ

ば、そのような場合でもレジオネラ属菌に対する

消毒効果が期待できる 1)。ただしモノクロラミン消

毒を継続して実施すると Mycobacterium 属菌（以

下、抗酸菌）の一種である Mycobacterium phlei が

増加することがある 2)。M. phlei（Rapid Growing 

Mycobacteria）による健常者の感染報告の例はほ

ぼないが、バイオフィルム形成防止の観点からも、

細菌の増殖には注意が必要である。 

M. phlei はモノクロラミンだけでなく遊離塩素に

も抵抗性があり 3)、遊離塩素消毒下の浴槽水にお

いても増殖することが最近になって経験的に知ら

れるようになり、モノクロラミン消毒特有の問題で

はなかったかもしれない。本研究では遊離塩素消

毒時に M. phlei の増加があるのか、遊離塩素消毒

とモノクロラミン消毒を別系統で実施している施設

の協力を得て、それぞれの浴槽水における M. 

phlei の存在割合を調査した。加えて、モノクロラミ

ン消毒下での M. phlei の増殖に関する要因につ

いても検討した。 

 

A2. アルカリ性塩化物泉中の Mycobacterium 

phlei に対する遊離塩素とモノクロラミンの消毒効

果 

公衆浴場では、従来から遊離塩素消毒が広く

使用されている。しかし、高 pH やアンモニア態窒

素を多含するような温泉では、必ずしも遊離塩素

消毒が最適ではなく、モノクロラミン消毒が、遊離

塩素に代替する消毒方法の選択肢のひとつとな

った 4)。モノクロラミン消毒を連続的に実施してい

る と 、 非 結 核 性 抗 酸 菌 （ Non-tuberculous 

Mycobacteria NTM）の一種である M. phlei が検出

されるようになり，バイオフィルムの生成等，衛生

管理上の課題が懸念されてきた 2, 5, 6）。モノクロラミ

ン消毒の実地検証7-9)や、試験管内試験7)など、モ

ノクロラミンの効果や実用性の検証を続けてきた

が、消毒効果の高い場合と低い場合があり、M. 

phlei の増減する理由が不明であった。アルカリ性

温泉水に対する試験管内試験では 3, 10）、Ct1,500

のモノクロラミン消毒でM. phleiの不活化が 5ない

し 6-Log も進行していた。温泉成分により、消毒の
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挙動が変化した可能性を想像するが、これまでの

試験管内試験は、消毒の効果が高く、実地の営業

施設で M. phlei が増殖することと対応していなか

った。本研究では、単純温泉の次に多い塩化物

泉に着目し、アルカリ性塩化物泉条件下における

遊離塩素とモノクロラミンの M. phlei 消毒効果につ

いて、試験管内試験を行うこととした。 

 

A3. 不活化曲線に基づくレジオネラ属菌のモノク

ロラミン感受性評価 

公衆浴場におけるレジオネラ属菌の制御にモ

ノクロラミン消毒が有効とされる 11)。しかしながら、

レジオネラ属菌には多様な種や株があり、モノク

ロラミンへの感受性が異なる可能性がある。先行

研究では、99.9%不活化（3- Log）に必要な CT 値

（CT99.9%：消毒剤濃度の減衰曲線の積分値であ

り、直線の場合は初期濃度と接触時間の積）が、

レジオネラ属菌の種間及び種内において７倍程も

異なることが報告されている 12)。わが国の「公衆浴

場における衛生等管理要領」においては 3 mg/L

程度を保つことが推奨されているが、先行研究 12)

の CT99.9%を直接適用することは困難である。そ

のCT値の算出にモノクロラミン濃度の減衰を考慮

しているかも不明瞭であった。本研究では、モノク

ロラミン消毒の適切な濃度の確認を目的として、

患者から分離された L. pneumophila、冷却塔水か

ら分離された L. anisa、そして浴槽水から分離され

た L. dumoffii を用いて、モノクロラミンに対する感

受性評価を行った。 

 

A4. 公衆浴場におけるモノクロラミン消毒と配管

洗浄 

日本国内のレジオネラ症集団発生は、入浴施

設を原因とした事例が多く報告されている 13)。入

浴施設におけるレジオネラ症防止対策は、レジオ

ネラ属菌が増殖する場所となるバイオフィルムの

除去と浴槽水の消毒の 2 点が重要である。しかし

ながら、これらの対策を規則に則って実施してい

てもレジオネラ属菌が検出されることもあるため、

施設の状況に応じた効果的な管理手法を提案す

る必要があると考えられる。本研究ではレジオネ

ラ属菌が継続して検出されている施設において、

遊離塩素よりバイオフィルム除去効果が高いモノ

クロラミンによる消毒試験を実施し 14)、加えてバイ

オフィルム対策として配管洗浄を行い、その効果

を調べた。 

 

A5. 電解生成オゾン水を用いた温浴施設循環式

ろ過器の消毒・洗浄試験 

公衆浴場等の温浴施設で衛生上の問題となっ

ているレジオネラ属菌は、設備に付着する生物膜

中で保護され、洗浄や消毒の困難なことが知られ

ている 15）。特にろ過器を有する循環式浴槽はレジ

オネラ属菌に汚染されやすく、「公衆浴場におけ

る衛生等管理要領」において、「1 週間に 1回以上、

ろ過器を十分に逆流洗浄（以下、逆洗）して汚れ

を排出するとともに、ろ過器及び循環配管につい

て、適切な方法で生物膜を除去、消毒」するとされ

ている 16）。「循環式浴槽におけるレジオネラ症防

止対策マニュアル」では、循環配管に 2～3 ％の

過酸化水素や5～10 mg/Lの高濃度塩素を用いる

方法が紹介されている 17）。「レジオネラ症防止指

針」では、ろ過器に対して、1週間に1回以上の頻

度で 5～10 mg/L の高濃度塩素を使用した逆洗が

推奨されており、気泡装置や噴流（以下、ジェット）

装置を設けた浴槽のろ過器に対しては、毎日1回

以上の頻度とされている 18）。 

ろ過器の生物膜の除去、消毒の方法の一つと

してオゾンに着目し、営業中のスーパー銭湯の協

力を得て、ろ過器に電解オゾン水を供給する方法

を試している。本試験は継続して行っており、小

容量の浴槽水とろ過器、大容量の水風呂とろ過器
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の場合は消毒効果が得られたが、本報告が課題

とする大容量の浴槽とろ過器（男女 2 つのジェット

浴槽を 1 つのろ過器でろ過する大型のろ過器で

有効容量≒ろ材充填量 1.8m3）への効果は限定的

であった。令和 6 年度の「電解生成オゾンを用い

た温浴施設循環式ろ過器の消毒・洗浄試験」では、

オゾン濃度を平均1.5 mg/L まで増やしたが、必ず

しもレジオネラ属菌の汚染を抑えきれていなかっ

た 19）。このろ過器は、男女 2 浴槽を受け持ち利用

者数が多く負荷が高いだろうこと、またジェット循

環により浴槽水へ溶存酸素が絶えず供給されるこ

とから、ろ過器内に生物膜が多量に蓄積している

ことが想定された。 

 

A6. 家庭用洗濯機における塩素系消毒剤による

レジオネラ属菌に対する洗浄効果 

洗濯機はレジオネラ属菌による汚染・増殖が検

出される環境であり、生活衛生の維持向上の意味

と、入浴施設の管理の参考になることを期待して

いる 20, 21）。先の研究班において、10 台の家庭用

洗濯機すべてから Liquid culture ethidium 

monoazide-quantitative PCR (LC EMA-qPCR)法に

よりレジオネラ属菌が検出された 22)。そのうちの 1

台の洗濯機を対象に、塩素系消毒剤の洗浄によ

るレジオネラ属菌の汚染軽減が試みられたもの

の、洗浄後 1 か月で洗浄前と同程度の汚染レベ

ルに再増加し、除染が十分でなかったことが確認

された。このことから、本研究では洗濯機の洗浄、

除染の方法について、さらなる検討を行った。本

研究では洗濯機の洗浄を 1 回ではなく 2 回実施

して、効果を改めて検討した。レジオネラ属菌の

測定は、平板培地による培養、quantitative PCR 

(qPCR)法及び LC EMA-qPCR 法による遺伝子の

検出とした。16S rRNA 遺伝子のアンプリコンシー

ケンスも実施して、洗浄による菌叢の変化も観察

した。 

 

A7. 冷却塔の稼働時モニタリングとその特性把握 

冷却塔は圧縮式冷凍機或いは吸収式冷凍機

における放熱側排熱のために用いられる設備で、

冷房負荷の大きな建物、例えば大規模施設の空

調設備あるいは 24 時間連続運転が必要なクリー

ンルームや医療施設等で活用されることが多い。

水を空気と接触させることで蒸発させ、その蒸発

潜熱で水温を下げる物理現象を利用する。設計

上、蒸発水量は循環水量の 1％、飛散損失水量

（キャリオーバー）は循環水の 0.1％、ブローダウン

量（蒸発によって残りの冷却水が濃縮されるのを

防ぐ）は 0.1～0.5％が必要となる。 

冷却塔の循環水はレジオネラ属菌により汚染さ

れて問題になる。冷却塔から発生するエアロゾル

にレジオネラ属菌が含まれ、大気中に拡散し、海

外（ヨーロッパ（スペイン、ポルトガル、フランス等）、

アメリカ、オーストラリア等）では広域伝播による集

団感染事例が繰り返し報告されている 83)。日本で

はこれまで冷却塔を汚染源とする集団感染事例

が少なかったが、2023 年に医療施設の冷却塔が

原因とされる集団感染（院内感染と市中感染）が発

生した 27)。感染者のうち13名は、受診歴のない近

隣住民であり、かつ医療施設から 0.3～13.6km 圏

内で感染した広域拡散と考えられている。東京都

や大阪府等でも、同様の広域拡散による集団感

染が疑われている。近年の夏期の高温多湿化に

伴い、危険性が増している。 

気中拡散したレジオネラ属菌による感染パター

ンは、次の 2 種類がある。1 つは、空調系統或い

は開放窓等からレジオネラ属菌を含んだエアロゾ

ル粒子が室内に侵入し院内感染するパターン 84)、

もう一つは冷却塔ファンで上空放出されたエアロ

ゾル粒子が広域拡散し市中感染するパターンで

ある 85)。院内感染を避けるために、冷却塔と換気

装置の離隔距離を、10m 確保するなどの建築的
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工夫も行われてきた。しかし、短期間に複数の事

故（疑い含む）が発生しており 27)、改めて冷却塔の

工学的検証及び対策立案が求められている。そ

こで本研究では、集団感染事例が発生した冷却

塔環境のモニタリングと、冷却塔実機のファン風

速のモニタリング等を行い（すでに実機が撤去さ

れていたことから代替機）、その特性の把握から

始めた。 

 

A8. レジオネラ属菌を含むエアロゾルの広域拡

散シミュレーションとリスクエリア分析 

2023 年 6 月から 9 月にかけて、宮城県大崎市

の病院に設置された冷却塔を発生源とするレジオ

ネラ症の集団感染事例が発生した 23)。本事例で

は感染者のうち 13 名が発生源から半径3km 圏内

に住居や職場を有していたことから、レジオネラ

属菌が想定以上に広範囲へ拡散した可能性が示

唆されている。発生当時、冷却塔水におけるレジ

オネラ属菌濃度は約68,000,000 CFU/100mL に達

しており、冷却塔の循環水に求められる基準（100 

CFU/100mL 未満）より桁違いに多かった。高濃度

のレジオネラ属菌を含むエアロゾルが拡散したと

考えられるが、実際の拡散の状況や大気中での

残存、濃度分布を推測し、患者の発生と照らし合

わせることは、事故を理解するうえで有用と考えら

れる。本研究では、GIS（地理情報システム）により

再現した大崎市の 3D モデルに対して、CFD（数

値流体力学）解析を行い、レジオネラ属菌の拡散

を推測する。その際、紫外線 B や相対湿度による

レジオネラ属菌の不活化と生残を考慮する。発生

源から 5km 圏内における拡散範囲と濃度分布を

定量的に評価した。 

 

A9. 英国レジオネラ属菌外部精度管理（UKHSA

の EQA）への参加と冷却塔の維持管理に関する

国内外の法規制および登録制度 

 レジオネラ属菌培養法の検査結果は、行政指導

の根拠となることに加え、日常的な衛生管理を行

う上での重要なデータであることから、高い精度

が求められる。検査機関は各施設で標準作業手

順書（SOP）を作成し、その方法に沿って外部精度

管理に参加して検査精度を確認している。令和元

年に発出された「公衆浴場における衛生等管理要

領等の改正について」（生食発 0919 第 8 号厚生

労働省大臣官房生活衛生・食品安全審議官通知）

により、「公衆浴場における衛生等管理要領等に

ついて」に、「検査の依頼に当たっては、精度管理

を行っている検査機関に依頼することが望ましい」

の一文も記載された。しかしながら、令和元年時

点に参加可能であった外部精度管理は課題が存

在していたため、その解消を図ってきた 24)。今年

度は英国健康安全保障庁（UKHSA：UK Health 

Security Agency ） の EQA （ external quality 

assessment ）Legionella isolation scheme （以下、 

UKHSA）への地衛研の参加を支援し、外部精度

管理が安定して継続して行われることを企図した。

得られたデータの収集・解析に加えてアンケート

調査を実施することとした。 

これまで日本国内では浴槽水を感染源とするレ

ジオネラ感染事例が多数報告されてきたが、近年

では感染源として水冷式の冷却塔が疑われる集

団感染が報告されている 25, 26)。保健所は、特定建

築物の冷却塔であれば届け出により所在等を把

握している一方、対象外は把握しておらず、保健

所が地域内に多数ある冷却塔を網羅的に把握し

たり調査や対処したりするのは容易ではなかった。

冷却塔への対応として、国内外で制定されている

冷却塔の維持管理に関する法規制や登録制度に

ついて検討することとした。 

 

A10. レジオネラの分子疫学と冷却塔の汚染実態

調査 
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レジオネラ症の感染源の推定には、患者分離

株と環境分離株の遺伝子型の一致を確認する。用

いられる分子疫学解析手法の sequence-based 

typing (SBT)法は、7遺伝子の部分塩基配列の比

較により解像度が得られるものの、検出頻度の高

い遺伝子型においては信頼性が不足する場合が

ある。信頼性の維持と向上には、多くの菌株の情

報を蓄積しておくことが有用である。従来は浴槽

水を中心とした結果が蓄積されてきたが、冷却塔

水を感染源とするレジオネラ集団感染事例が国内

で相次いで報告された26-28)。そこで、過去の集団

事例や散発事例に加えて、特に冷却塔由来株の

遺伝的特徴を明らかにすることを目的とした。今年

度はflaA遺伝子の増幅が認められず、遺伝子型が

決定できない事例に対応するため、primerの改良

を行った。2003年から2025年にかけて冷却塔から

分離されたレジオネラ属菌について、菌種別、血

清型別、遺伝子型別を進めた。 

 

A11. レジオネラ症の感染源調査における次世代

シークエンサーの活用 

レジオネラ症の主要な起因菌である Legionella 

pneumophila の遺伝子型（Sequence-Based Typing 

(SBT) による Sequence Type (ST)）は多様であるが、

レジオネラ症患者から検出される遺伝子型には偏

りがあり、感染源特定の判断に迷う場合がある 29)。

実際、富山県でレジオネラ症患者から高頻度で検

出される遺伝子型は、複数の公衆浴場からも検出

され、遺伝子型だけでは感染源を判断できない

場合がある。患者が複数の公衆浴場を利用して

いることも、感染源の特定を難しくしている要因の

一つであると考えられる。 

遺伝子型による分子疫学に限界があったことか

ら、全ゲノム解析による、より詳細な分子疫学に期

待が寄せられている。これまでの全ゲノム解析に

よる検討はより解像度が高く、患者および患者が

利用した公衆浴場から分離された菌株が概ね近

縁な系統であり、期待通りの結果が得られている

30)。しかしそれでもなお判断しかねる株もあり、患

者株、環境株のいずれも背景となる情報の蓄積が

あるほうが、より正確な判断につながると考えられ

る。 

そこで本研究では、患者株の大半を占める L. 

pneumophila血清群1（SG1）のうち、富山県内で疫

学的に関連があると推定された事例の株につい

て、全ゲノム SNP（Single Nucleotide Polymorphism）

解析を実施した。同一感染源と判断する基準とな

るSNP数や、感染源調査に適した全ゲノム解析の

手法の確立を目的とした。得られた結果は、将来

の感染源調査の参考になる。汚染源が的確に把

握されることで、問題となった公衆浴場の衛生管

理の向上が期待される。 

 

A12. 散発事例及び集積事例における遺伝的距

離の検討 

レジオネラ属菌の分子疫学解析法として

Sequence Based Typing (SBT)法が広く利用されて

いる。しかし、Sequence Type (ST)によっては頻繁

に検出される ST が確認されるなど型別結果に偏

りがあることが明らかとなっている。このため、レジ

オネラ症の集団発生時など、より詳細な分子疫学

解析が求められる場面では、SBT 法のみでは感

染源の特定が困難となる場合がある。従来、地方

衛生研究所においては、より高分解能な解析手

法としてパルスフィールドゲル電気泳動（pulsed-

field gel electrophoresis: PFGE）が実施されていた

が、機器の製造中止により継続的に実施すること

が困難となっている。近年では全ゲノム解析によ

る解析報告が増加しているものの、国内における

実例の集積は不十分であり、結果判定や行政的

な判断が困難になるケースが想定される。本検討

では疫学的背景から感染源が判明している事例
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に つ い て 、 cgMLST （ core genome multilocus 

sequence typing）解析及び SNP 解析による実例デ

ータの蓄積を行うとともに、遺伝的距離を評価した。 

 

A13. Legionella pneumophila ST23 ならびに ST89

の分子疫学解析 

レジオネラ症患者の感染源を特定するには、患

者から菌株を分離し、感染源が疑われる入浴施設

などからの環境分離株をスクリーニングし、血清群

が一致した菌株について、遺伝子解析を行い、そ

の同一性を確認する 。 Sequence-based typing 

(SBT)法による遺伝子型別がよく用いられるが、高

頻度に分離される遺伝子型(ST)では、感染源特

定の判断が困難となるため、他の分子疫学解析

手法と合わせて調査する必要がある。特に、全ゲ

ノム解析は高い解像度を持つ識別性の高い手法

であることが示されており、レジオネラ属菌の分子

疫学においても整備が課題となっている 31, 32)。L. 

pneumophila のゲノムは組み換えが頻繁に起こり

やすいことが知られており 33, 34)、全ゲノム解析に

おいては、組み換え領域を解析に含めるかどうか

等、解析手法の検討を行う必要がある 35-37)。 

ST23 ならびに ST89 は、国内で臨床から高頻

度に分離される ST である 38, 39)。ST23 は、散発事

例や集団感染事例を引き起こし、国内では 2000

年、2002 年、2015 年に発生した公衆浴場集団感

染事例の起因菌でもあった。さらに、冷却塔水を

感染源とした事例も存在するが、散発事例での感

染源は不明なことが多い 38, 40)。ST89 は、2 事例の

入浴施設を感染源とした PFGE 確定例（うち 1 例

は複数 ST の株の感染事例）の他、入浴施設や運

送業・建設解体業、畑仕事等を推定感染源とする

散発事例を引き起こしているが、感染源は不明な

ことが多い 38, 41)。 

SBT 法のみでは菌株の異同の識別が困難な

ST23 ならびに ST89 について、SNP 解析で補うこ

とを企図した。組み換えが解析に影響しないよう

に Gubbins で組み換え領域を除外したうえで、

SNP 解析を行うことが当初の解析パイプラインで

あった。ただし、この処理によってSNP検出を行う

ゲノムカバー率が大きく減少することがあり、それ

は解像度の低下につながる。Gubbins処理の解像

度への影響を考慮しつつ、各ST 分離株の 2株間

SNP 数を検証した。 

 

B. 研究方法 

研究班を①公衆浴場への対応、②冷却塔へ

の対応、③レジオネラ属菌の培養検査の精度管

理、並びに④レジオネラ属菌の分子疫学の大きく

分けて 4 分野に編成し、これらの成果により直接

あるいは間接的に衛生管理の向上と推進が得ら

れることを目指した（図 0）。研究分担者 11 名、研

究協力者多数の参画を得て、研究を遂行した（表

0）。地衛研・保健所や民間企業を通じて、現場施

設の支援、協力や参加を得た。感染研と地衛研で

形成するレファレンスセンターの協力を得て、患

者株や環境株の収集解析を行った。 

 

B1. 公衆浴場の浴槽水における抗酸菌について 

 遊離塩素消毒下での M. phlei の存在割合を検

討した。同一施設内で浴槽水の原水が、塩化物

泉の温泉水の 2 検体（遊離塩素消毒、内湯と露天

風呂）と、井水の 1検体（モノクロラミン消毒、ジェッ

ト風呂）を採水した。いずれも循環ろ過式で、遊離

塩素は 1~2 mg/L、モノクロラミンは 3~5 mg/L で管

理されていた。各検体から同時に 2 回ずつ採水し、

従属栄養細菌数の測定および菌叢解析を実施し

た。従属栄養細菌数の測定は、R2A 寒天培地を

用いた混釈培養で 42℃、14 日間培養した。一部

のコロニーより 16S rDNA V3-V4 領域の塩基配列

を決定して菌種を調べた。菌叢解析は、16S 

rDNA の V3-V4 領域のアンプリコンシーケンスに
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より行った（生物技研）。 

2025 年 10 月から 12 月にかけて採水した浴槽

水 143 検体の抗酸菌とレジオネラ属菌の GVPC

寒天培地での発育状況を検討した。定法に従い、

濃縮液を酸処理し、GVPC 寒天培地を用いて

37℃で 7 日間培養した。レジオネラ属菌はシステ

イン要求性試験、抗酸菌は Rocchetti らのプライマ

ー42)を用いた PCR で判定した。 

M. phlei の増殖に関する要因を検討した。先の

研究で従属栄養細菌数が増加した施設 6)の温泉

水（以下、増加温泉水；pH9）と、増加しなかった施

設 81)の温泉水（以下、非増加温泉水；pH10）を使

用した。水酸化ナトリウム又は塩酸を用いて、これ

ら 2 つの温泉水の pH を 8, 9, 10 に調整した。これ

に加えて、2 つの温泉水のアンモニウムイオン濃

度を塩化アンモニウムを用いて、0, 0.5, 1 mg/L に

なるよう調整した。なお、元となる温泉水のアンモ

ニウムイオン濃度は 0 mg/L であった。以上の 18

通り（＝2 つの温泉×3 通りの pH×3 通りのアンモニ

ウムイオン濃度）に調製した温泉水に、温泉施設

で分離された M. phlei 6)を 102 CFU/mL 程度にな

るよう添加した。40℃で 7 日間まで静置し、1 日ご

とに R2A 寒天培地を用いた混釈培養で、各条件

2 サンプルの菌数の平均値を算出した。 

 

B2. アルカリ性塩化物泉中の Mycobacterium 

phlei に対する遊離塩素とモノクロラミンの消毒効

果 

先行研究の不活化試験の方法 2, 3)に準拠して実

施した。 

アルカリ性塩化物泉の検液として、三重県内で

湧出する pH9 よりもアルカリ性が高く、塩化物イオ

ン濃度が 10,000 mg/L 以上含有されている温泉水

を使用した（表 2-1）。 

M. phlei 株は、神奈川県内温浴施設の浴槽水

由来を使用した（松田ら，2019）43)。この株を R2A

寒天培地の 37℃で培養し、コロニーを実験直前

に懸濁して菌原液を調製した。検液 200 mL に

106CFU/mL 程度の終濃度となるよう菌を添加した。 

検液の消毒は、遊離塩素の初期濃度が約 5 

mg/L、約 10 mg/L 又は約 20 mg/L、モノクロラミン

の初期濃度が約 5 mg/L、約 10 mg/L 又は約 20 

mg/L とした。菌を含む検液に消毒液を混合した

後、経時的に一部をサンプリングし、菌数及び各

消毒薬の濃度を測定した。 

菌数は、適量のチオ硫酸ナトリウム溶液（関東

化学）で消毒剤を中和した後、りん酸緩衝生理食

塩水（PBS；. Phosphate-buffered saline）で適宜希釈

し、R2A 寒天培地の 7 日間 37℃の培養で測定し

た。 

遊離塩素は DPD 法（ポケット残留塩素計  

HACH Pocket ColorimeterⅡ）、モノクロラミン濃度

はインドフェノール法（ポケットモノクロラミン・遊離

アンモニア計、HACH DR300 Pocket ColorimeterⅡ）

で測定した。消毒濃度の実測値（C）と、接触時間

（T）の積から CT 値（Concentration × Time value）44)

を算出した。CT 値と菌の生残数から不活化曲線

をプロットした。 

 

B3. 不活化曲線に基づくレジオネラ属菌のモノク

ロラミン感受性評価 

消毒試験は、L. pneumophila subsp. pneumophila 

Philadelphia-1（ATCC33152）、臨床分離株である

L. pneumophila、冷却塔水から分離された L. anisa、 

浴槽水から分離されたL. dumoffiiを対象とした。レ

ジオネラ属菌の培養に BCYEα 寒天培地（Oxoid 

1203B; SR0251A）を使用した。モノクロラミンの調

製は、0.1 M リン酸緩衝液 pH 8.0（以下、PBS(8.0); 

和光純薬）で希釈した 1%次亜塩素酸ナトリウム溶

液（和光純薬）に対して、塩素濃度とアンモニア態

窒素濃度の質量比が 4.5 以上となるように 1M 塩

化アンモニウム溶液を添加した 45)。全塩素濃度
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（モノクロラミン濃度）は、ポケット残留塩素計

（HACH DR300）により測定した。 

初期菌体濃度の多寡が不活化曲線に与える影

響を確認するため、初期濃度 104 及び 105 

CFU/mL の L. pneumophila（ATCC 株）試料を用い

てモノクロラミン濃度の減衰を試験した。0.1M ダ

ルベッコ PBS(-)（以下、PBS(7.0); 島津ダイアグノ

スティクス）により101及び102倍希釈した菌懸濁液

を 1 mg/L モノクロラミン溶液に添加した（室温条

件下）。0, 30, 60, 120 秒後の全塩素濃度を測定・記

録した。First-order rate equation を改良したモデル

を用いて（Eq. 1）、最小二乗法により係数を推定し

た： 

𝐶௧ = 𝐶଴𝑒ି௞ሖ ௧೘́
       （Eq. 1） 

Ct は接触時間 t における濃度 [mg/L]、C0 は消毒

前の濃度 [mg/L]、𝑘ሖ は減衰定数 [sec-1]、𝑚́は形

状因子[-]である 46, 47)。 

L. pneumophila（臨床株）、L. anisa、L. dumoffii の

塩素感受性を比較するため、3 mg/L のモノクロラ

ミン溶液中で0、1、3、5、10、15分接触させた際の

不活化曲線を得た。菌試料をモノクロラミン溶液

へ添加して、室温条件、静置の下実施した。所定

の接触時間において試料の一部を取り出し、0.1 

M チオ硫酸ナトリウム溶液（和光純薬）により残留

塩素を消去した。培養により消毒前 N0 [CFU/mL]

と消毒後 Nt [CFU/mL]の菌濃度を測定した。レジ

オネラ属菌の不活化動態ならびに株間のモノクロ

ラミン感受性を定量的に把握するため、モノクロラ

ミン濃度一定条件下における不活化速度定数 k 

[sec-1]を推定した（Eq. 2）: 

𝐿𝑜𝑔ଵ଴(𝑁௧ 𝑁଴⁄ ) = −𝑘𝑡௠    （Eq. 2） 

k は不活化速度定数 [sec-1]、m は Hom 因子[-]で

あ る 46, 47) 。 パ ラ メ ー タ は 、 R version 4.4.0 

（https://www.r-project.org/）及び Stan version 2.32.2

（https://mc-stan.org/）上においてマルコフ連鎖モ

ンテカルロ法により推定した。 

 

B4. 公衆浴場におけるモノクロラミン消毒と配管

洗浄 

レジオネラ属菌に悩む公衆浴場の協力を得て、

モノクロラミン消毒を試験した。期間中の利用者は

1 日あたり 200～300 人だった。実験浴槽は循環

式浴槽A（総容量8.9 トン）、浴槽B（11.8 トン）で、

共に砂式ろ過器があり、水道水を使用して、週１

回換水していた。令和 2 年以降にレジオネラ属菌

が浴槽 A から 5 回、浴槽 B から 2 回検出されて

いた。イソシアヌル酸ナトリウム製剤による塩素消

毒装置で、営業時の残留遊離塩素濃度は 0.5～

1.0 mg/L に維持されていた。ろ過器の定期点検が

年 2 回行われたが、ろ材の交換時期は不明だっ

た。 

 モノクロラミンは濃度 5.0 mg/L 程度にタイマー式

自動添加した（モノクロラミン生成装置クロラクター、

ケイ・アイ化成）。週１回、モノクロラミン濃度を 15 

mg/L に上昇させて一晩循環した後に排水した。

モノクロラミン消毒試験の開始日を試験 0 日目とし

て結果を示した。全塩素濃度は DPD 法（MD100, 

Lovibond、あるいは HI97734, HANNA）で測定し

た。モノクロラミン濃度をインドフェノール法

（Pocket Colorimeter Ⅱ, Hach)にて測定した。 

配管洗浄は、過炭酸ナトリウム製剤を製品取扱

説明書に従って、浴槽 A は試験開始 4 日前の遊

離塩素消毒時、浴槽 B が試験 29 日目に行われ

た。さらに、試験90 日目に本研究班で開発した過

炭酸ナトリウムと助剤からなる製剤 48)を使用して浴

槽 A、B を配管洗浄した。 

 浴槽水の採取に加えて、ヘアキャッチャー付近

の配管拭取りをワイプチェック（佐藤化成工業所）

を用いて適宜実施した。レジオネラ属菌の培養検

査は常法に従い、メンブレンフィルターろ過による

100 倍濃縮後、無処理、酸処理及び熱処理の検

体各々をGVPC 培地 （島津ダイアグノティクス）に
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塗抹して36ºCで7日間培養した。配管拭取り検体

は PBS10 mL に振り出し、遠心分離（5,000rpm、30

分）後に 3 mL に濃縮した無処理及び酸処理検体

を検査に供した。一般細菌数、自由生活性アメー

バ数及び従属栄養細菌数を定量した。浴槽水中

のレジオネラ属菌の生菌遺伝子の検出を EMA-

qPCR 法、死菌を含む遺伝子の検出を qPCR 法に

より行った。qPCR は、Lysis Buffer for Legionella 

Ver.2（タカラバイオ）及び CycleavePCR Legionella

（16S rRNA）Detection Kit（タカラバイオ）を用いた。

EMA 処理に、Viable Legionella Selection Kit for 

PCR Ver. 2.0（タカラバイオ） 及び LED Crosslinker 

12（タカラバイオ）を用いた。 

 

B5. 電解生成オゾン水を用いた温浴施設循環式

ろ過器の消毒・洗浄試験 

試験対象としたろ過器は、男女のジェット浴槽

（源泉水、11 m3×2、42 ℃、pH7.5）を併せてろ過し

ている。営業終了後、逆洗前のろ過器（有効容量

≒ろ材充填量 1.8 m3、直径約 1.4 m×高さ約 1.2 m）

に対して、電解オゾン水のろ過器容量分を毎日供

給した。試験装置は、単相 100 V の電源で稼働し、

始動スイッチを一度押すだけで、電解オゾン水を

自動供給するシステムとなっている。電解オゾン

水は、塩素消毒を活性炭で除去した後の井水中

での、電気分解を行うことで生成した。オゾン生成

電極は、市販されている電極（オゾンバスターイン

ダストリー、オゾンマート製）を用いた。電解オゾン

水は、ろ過器下部のドレン口より供給し、タイマー

制御により一定時間経過後停止する。井水の供給

量に制限があるため電解オゾン水の流量は 26 

L/min とした。オゾン濃度は、1.5 mg/L を目標値と

し、電解槽を2個設置した。オゾン供給時間は、ろ

過器容量分（1.8 m3）を供給するため、70 分間（＝

1800 L÷26 L/min）を要した。 

電解オゾン水の効果を調べるため、週1回の頻

度で、浴槽水及び逆洗水を採水し、レジオネラ属

菌を分析した 49）。試験対象としたジェット浴槽は週

に 2 回、浴槽水を換水していた。浴槽水は、換水

前に汚れ（生物膜）の蓄積が最も多く、換水の前

後で採水した。代表して男子浴槽から採水した。

ろ過器内のレジオネラ属菌による汚染を把握する

目的で、逆洗水も分析対象に含めた。ただし、電

解オゾン水の供給時に行われる逆洗水であること

から、オゾン有の逆洗水となる。 

 

B6. 家庭用洗濯機における塩素系消毒剤による

レジオネラ属菌に対する洗浄効果 

調査対象は、単身者の住宅で使用している洗

濯機 1 台とした。調査期間中の洗濯の頻度は週 5

回程度で、他の清掃はせず、乾燥モードは使用し

なかった。洗濯槽の洗浄方法は、市販の塩素系

洗浄剤を使用し、約 10 時間のつけ置きとした。採

水は、洗濯槽を最小水量（約 10 L）の水道水で満

たし、十分量の 25％チオ硫酸ナトリウム溶液を添

加後、10 分間洗浄モードで装置を動かしてから

500 mL を採取した。水試料を直径 47 mm、孔径

0.2 µm のポリカーボネートメンブランフィルターで

ろ過し、1/50 希釈した PBS の 5 mL に再浮遊した

（以下、濃縮液）。 

16S rRNA 遺伝子（V3-V4 領域）のアンプリコン

シーケンスに、洗濯機水から採取した水試料を面

積 49 cm2、孔径 0.2 µm の PES フィルターでろ過

し、冷凍条件で保管、外注先（生物技研、神奈川

県）に送付した。MPure Bacterial DNA Extraction 

Kit(MP Bio)で DNA を抽出後、Illumina NextSeq 

1000 でシーケンスした。取得したリードデータは

QIIME2 （ ver. 2024.10 ） を 用 い て 解 析 し た 。

Amplicon Sequence Variant (ASV) 推 定 に は

DADA2 プラグインを使用し、Greengenes データ

ベース（ver. 13_8）を用いて分類した。 

レジオネラ属菌の分離培養は、GVPC 寒天培
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地(関東化学)及び MWY 寒天培地(関東化学)で

少なくとも7日間培養した。培養の前処理に、以前

の報告 22）を参考に熱・酸処理を行った。すなわち、

50℃の恒温水槽中で 20 分間静置した後、等量の

pH 2.2 緩衝液を加えて 5 分間静置した。別に、

Inoue ら 50）の報告を参考に、エタンブトールを 10 

mg/L に調製した pH 2.2 緩衝液と、濃縮液を等量

混合して 5 分間静置する処理も行った。 

従属栄養細菌数は、濃縮前の洗濯機水を PBS

で 10 倍段階希釈し、それらの 1 mL を混釈法によ

り R2A 寒天培地(BD)に接種した。20℃で 7 日間

培養し、集落数を計数した。 

qPCR 法と LC EMA-qPCR 法によるレジオネラ

属菌数の測定は以前の報告 22）に従い実施した。 

LC EMA-qPCR 法は、濃縮液を遠心分離でさら

に 10 倍濃縮してから等量の pH 2.2 緩衝液で酸処

理をした。そこに Legionella LC medium (タカラバ

イオ) 0.9 mL を添加し、37℃で 18 時間培養した。

培養後の 100 µL を分取し、Viable Legionella 

Selection Kit for LC EMA-qPCR (タカラバイオ)を

用いて EMA 処理をした。 

qPCR 法と LC EMA-qPCR 法の DNA 抽出は、

濃縮液の1 mLからLysis Buffer for Legionella Ver.2 

(タカラバイオ) を用いて行った。 

CycleavePCR Legionella (16S rRNA) Detection 

Kit (タカラバイオ)を用いてqPCRを実施した。キッ

トのマニュアルに従い、qPCR 法では死菌を含む、

LC EMA-qPCR 法では生菌に相当する、レジオネ

ラ属菌数（CFU 換算値）を算出した。 

 

B7. 冷却塔の稼働時モニタリングとその特性把握 

対象とする医療施設は 2023 年に集団感染が発

生した施設である。当時の冷却塔は既に撤去され

ていることから、シミュレーションによる検証を行う

こととした。評価手法として、環境アセスメントで用

いられる大気拡散モデル（プリューム・パフモデル）

を利用した 86)。算出基礎式を(1)～(3)式に示す。 

 

排風上昇高さ算定（CONCAWE モデル） 

∆𝐻 = 0.157 ∙ 𝑄ு
଴.ହ ∙ 𝑢ି

య

ర     (1) 

 

有風時（プリュームモデル）の地上濃度 C 

 

𝐶 =
ொ

గఙ೤ఙ೥௎
∙ 𝑒

ି
೤మ

మ഑೤
మ

∙ 𝑒
ି

ಹ೐మ

మ഑೥
మ      (2) 

 

無風時（パフモデル）の地上濃度 C 

 

𝐶 =
ொ

(ଶగ)య మ⁄ ఊ
∙ ൭

ଶ

ோమା
ഀమ

ംమு௘మ
൱     (3) 

 

ただし、ΔH：冷却塔排風上昇距離（m）、QH：排風

熱量(W)、θ：温度（℃）、C：濃度(-)、σy、σz：排

風の y 方向および z 方向の拡散幅(m)、Q：単位時

間当たりのレジオネラ属菌放出強度（CFU/s）、U：

外部風速(m/s)、u：ファン風速（冷却塔排風速度）

(m/s)、He：排風の中心軸の地上からの高さ（有効

煙突高）(m)、α、γ：大気安定度に対して設定さ

れた無風時拡散パラメータ。 

 

広域拡散のシミュレーションは、別の研究分担

者が数値流体解析（CFD）を実施するが、本手法

の大気拡散モデルと照らし合わせて妥当性の検

証に用いることを考えている。風向・風速データが

必要であるため、超音波風速計（PGWS-100-3）を

冷却塔があった建物最上階に設置した。測定期

間は 2025 年 8 月 28 日～10 月 15 日である。 

大気拡散モデル（広域拡散）や無風時の周辺汚

染質濃度の算出に必要なファン風速データは、

稼働している実機で代替した。東京都及び埼玉
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県の建物に設置された冷却塔のファン風速等を、

サトテック・ベーン式風速計AM-4207SDを用いて

測定した。 

 

B8. レジオネラ属菌を含むエアロゾルの広域拡

散シミュレーションとリスクエリア分析 

3Dで再現した対象都市を対象として、レジオネ

ラ属菌を高濃度に含む冷却塔からのエアロゾル

噴霧を模擬した拡散シミュレーション（CFD 解析）

を実施した。 

対象都市の再現手法について、その概要は以

下の通りである 51)。建物形状を再現するために、

Open Street Map（OSM）52)で建物の平面形状を把

握した。基盤地図情報より入手可能な地表面の標

高座標であるDTM 53)と、国際興業株式会社より有

償で提供されている樹木や建物を含めた標高座

標である DSM 54)の差から建物高さを推定した。求

めた建物の形状（平面形状、高さ）を基に、Energy 

Plus で利用可能な idf ファイルとして、対象都市を

3D 化した 55, 56)。Google SketchUp 57)を用いて、

CFD解析用ソフト STREAM 58)の STL 形式に変換

した。 

レジオネラ症集団発生があった 2023 年 6 月か

ら 8 月を対象に、当時の気象条件を再現した。気

象庁（JMA）が提供する 6 月から 8 月にかけての

大崎市の気象データを用いて、風配図を作成し

た（図 8-1）。住民が活動中と想定される時間帯

（10:00～22:00と仮定）を、日中（10:00～16:00）と夕

方以降（16:00～22:00）に分割した。 

紫外線によるレジオネラ属菌の不活化を考慮し

た59)。波長別の強度に関し、300nm未満の波長は

地表に到達する強度が急激に低下し、地上付近

では紫外線B（290～320 nm）が多くなる（紫外線C

の影響は考慮しなかった）60)。紫外線Bによるレジ

オネラ属菌の濃度減衰は、Chick–Watson 不活化

モデル式に基づいて評価した。紫外線強度が与

えられれば、経過後の濃度を予測することが可能

である 61, 62)。大崎市の紫外線B は拡張アメダス気

象データの年標準（2011～2020 年）データを使用

した。ただし、地面に近い高さであるほど、周辺の

建物に遮られ、紫外線が届かない。そこで、周辺

の建物の配置状況を正射影画像で再現し、場所

ごとに届く紫外線強度を想定した。正射影画像は

対象地点を指定したうえで、対象地点を中心とし

た 200m以内の建物をOSMデータより抽出し、対

象地点の座標と抽出した建物の座標の関係をもと

に作成した。 

拡張アメダス気象データより入手できる紫外線

B には直達成分と拡散成分がある。作成した正射

影画像を用いて、それぞれの成分の減衰量を算

出し、それらを合算した。直達成分については、

拡張アメダス気象データに含まれる太陽高度およ

び太陽方位角を用いて正射影画像上に太陽位置

を設定し、建物によって遮蔽されない場合に、そ

の地点へ到達するものとした。拡散成分は正射影

画像の全体に対する天空部分となる黒色部分の

割合を紫外線 B の拡散成分に乗ずることで求め

た。 

屋外湿度の変化もエアロゾル化されたレジオネ

ラ属菌の大気中での不活化に大きく影響する 14)。

相対湿度に対するレジオネラ属菌の生存率を考

慮した。 

粒子 1 点ごとの軌跡を CFD 解析より算出し、そ

れぞれの粒子で紫外線B及び相対湿度の時間ご

との影響を算出した。当初、シミュレーション条件

を仮に 30 秒ごとに 2 粒子ずつ冷却塔より放出す

ることとし、風速は 2.5 m/s、風向は南東、粒子の沈

降速度をストークスの式を参考に計算した。粒子

が分散された結果は確認できたが、発生源である

冷却塔から離れるほど、粒子の通過が予想される

場所であるにもかかわらず、レジオネラ属菌を含

むエアロゾルが一切存在しない箇所が発生した。
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そこで、許容可能な計算負荷に抑えつつ、粒子

の分散を正確にとらえるために、冷却塔から放出

される粒子は毎秒8個に増やした。粒子の発生源

である冷却塔から北西方向に粒子が分布すること

になるので、冷却塔を計算範囲の南東に配置し

た。計算対象エリアを 4,000m × 5,000m × 60m とし

た。 

 

B9. 英国レジオネラ属菌外部精度管理（UKHSA

の EQA）への参加と冷却塔の維持管理に関する

国内外の法規制および登録制度 

地衛研の外部精度管理への参加を支援した。

2025年度はUKHSAのG140（2025年10月実施）

に地衛研 55 機関が参加した。参加地衛研の募集

は、国立感染症研究所と地衛研で構成される「衛

生微生物技術協議会レジオネラ・レファレンスセン

ター（以下、レファレンスセンター）」を通じて行っ

た 63）。検査は、各機関の SOP による環境水の標

準的な方法の「前処理あり、選択培地」と、菌数の

減少を見る目的で「前処理なし、非選択培地」が

行われた。地衛研から収集したデータと、UKHSA

から提供を受けたデータを合わせて解析や課題

の抽出を行った。 

国内外で制定されている冷却塔の維持管理に

関する法規制等の情報を収集した。本年度はニュ

ーヨーク州およびニューヨーク市の冷却塔登録制

度について、ニューヨーク州 64)およびニューヨー

ク市 65)のウェブサイトの情報を基にまとめた。 

 

B10. レジオネラの分子疫学と冷却塔の汚染実態

調査 

散発例の患者から分離された L. pneumophila 

SG1 ST818 (KL2644)を用いた。2003 年から 2025

年に冷却塔水254 検体から分離されたレジオネラ

属菌 460 株を用いた。菌種と血清群は定法に基

づき決定した。一部の菌種の同定にMALDI-TOF 

MS（Bruker）、あるいは mip (macrophage infectivity 

potentiator)遺伝子によるシークエンスも用いた 66)。

SBT型別はEuropean Working Group for Legionella 

Infections （ EWGLI ） の 方 法 に 基 づ き 、 L. 

pneumophila の 7 つの遺伝子 flaA, pilE, asd, mip, 

mompS, proA, neuA の一部領域の塩基配列を解読

し、遺伝子型（sequence type: ST）を決定した 66)。ゲ

ノム解析は QIAseq FX(QIAGEN)を用いて DNA

ライブラリを調製し、MiSeq regent Kit v.3 を用いて

リードデータを取得した。Skesa でアセンブリし、

PROKKA でアノテーションを行った。 

 

B11. レジオネラ症の感染源調査における次世代

シークエンサーの活用 

 全ゲノム解析に用いた菌株は、2005年以降に富

山県で発生したレジオネラ症 12 事例（疑い含む）

から分離された患者由来株と浴槽分離株を対象と

した。そのうち事例 2 は、患者が潜伏期間内に 2

か所の公衆浴場を利用し、患者株と 2 施設から分

離された株が同じ ST であった。感染源について

精査するため、全ゲノム解析に加え、血清型別、

SBT を実施した。血清型別は、BCYEα 寒天培地

（島津ダイアグノスティクス）に発育した菌を用いて

加熱抗原を作製後、レジオネラ免疫血清 (デン

カ) および Legionella Latex Test Kit (オキソイド) 

を用いて実施した 66)。SBT は、菌株から抽出した

DNA を用いて 7 遺伝子の部分塩基配列を解読し、

ST を決定した 66)。全ゲノム解析の DNA は、

QIAamp DNA Mini Kit（キアゲン）を用いて抽出し

た。DNA ライブラリは、Nextera XT DNA Library 

Preparation Kit（イルミナ）または QIAseq FX DNA 

Library UDI Kit（キアゲン）を用いて作製した。そ

の後、MiSeq Reagent Kit v3 (2 ×ௗ300ௗbp PE) または

NovaSeq X Plus system (2 ×ௗ150ௗbp PE) を用いて配

列を解読した。取得したペアエンドのリードデータ

よ り 、 SNPcaster (https://github.com/leech-rr/ 
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SNPcaster) を用いて、SNP を検出した。その SNP

検出の際、リピート領域は除外した。組み換え領

域の除外には、Gubbins を用いた。NCBI データ

ベ ースか ら取得し た Paris 株（accession no. 

NC_006368）の全長配列をレファレンス配列とした。 

 

B12. 散発事例及び集積事例における遺伝的距

離の検討 

2014 年から 2025 年までに分離され、疫学調査

により感染源が特定されているレジオネラ症散発

事例 5 例と、2012 年から 2018 年までに同一の

ST1346 が分離されている感染源が不明の集積事

例（患者由来株 6 株）を対象とした。iSeq 100

（Illumina）を用いてゲノムデータを取得した。

cgMLST解析はRidom社のcgMLSTデータベー

ス (https://www.cgmlst.org/ncs/schema/ 

Lpneumophila/)から取得したスキーマを用い、

1521 遺伝子座について chewBBACA (v3.3.10)を

用いて解析を実施した。各株間の遺伝的距離は

BioNumerics（Applied Maths 社）を用いて最小全

域木（minimum spanning tree：MST）を作成した。

SNP解析はSNPcaster (v.0.9.3)を用いて実施した。

リ フ ァ レ ン ス は 、 GenBank よ り 取得し た L. 

pneumophila Paris 株  ( アク セッ ション番号：

CR628336)、又は各事例内の1株について取得し

た完全長ゲノム若しくはドラフトゲノムを使用した。

MinION Mk1B（Oxford Nanopore Technologies）を

用いてロングリードシーケンスデータを取得し、シ

ョートリードと組み合わせた Hybracter(v.0.10.0)に

よるハイブリッドアセンブリにより完全長ゲノム配列

を構築した。 

 

B13. Legionella pneumophila ST23 ならびに ST89

の分子疫学解析 

ST23 の菌株は、2000 年から 2023 年までに日

本国内で分離されたL. pneumophila ST23の78株

（臨床分離株 61 株ならびに環境分離株 17 株）を

用いた。ST89 の菌株は、2006 年から 2024 年まで

に日本国内で分離された L. pneumophila ST89 の

83 株（臨床分離株 46 株ならびに環境分離株 37

株）を用いた。菌株の DNA は、MagMAX DNA 

Multi-Sample Ultra 2.0 Kit（Thermo Fisher Scientific）

ならびに KingFisher Duo Prime（Thermo Fisher 

Scientific）を用いて抽出した。QIAseq FX DNA 

Library kit（QIAGEN）を用いて DNA ライブラリを

調製後、 MiSeq（ Illumina）あ るいは NovaSeq

（Illumina）を用いてリードデータを取得した。SNP

解析は、BactSNP を主体としたパイプラインである

SNPcaster (https://github.com/leech-rr/SNPcaster) 67)

を用い、各 ST ごとに解析を行なった。すなわち、

BactSNP で各株の SNP をコール後、snippy を用

いてコアゲノム SNP（リピート領域は除去）を抽出

した。組み換え領域の除去には、Gubbins 68)を用

いた。リファレンス配列は、ST23 の解析に L. 

pneumoplila strain ST23（GenBank accession. No. 

LT632615）のゲノム配列、ST89 の解析に ST89 の

国内臨床分離株の一つであるNIIB3707配列を用

いた。この目的のために、MinION（ONT）でシー

クエンシングを行い、Illumina のショートリードと

ONT のロングリードのハイブリッドアセンブリ

（Hybracter）により、NIIB3707 のコンプリートゲノム

配列を決定した。 

 

（倫理面への配慮） 

病原体の取り扱いは、国立感染症研究所の病

原体取扱管理規定にしたがった。利益相反委員

会の指導・管理に従って、研究協力関係にある企

業等について、研究班内で情報共有を行った。

開示すべき企業からの経済的利益は受けていな

い。 
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C. 結果および考察 

C1. 公衆浴場の浴槽水における抗酸菌について 

遊離塩素消毒下での M. phlei の存在割合を菌

叢解析により求めた。M. phlei の存在割合は、露

天風呂とジェット風呂では 1 番目、内湯では 2 番

目に多い細菌であった（図1-1）。各検体をR2A培

地で培養して得られたコロニーの 16S rDNA の一

部塩基配列も、M. phlei とほぼ一致した（表 1-1）。

遊離塩素消毒下の浴槽水においても、M. phlei は

優占種の一つであった。すなわち M. phlei は、モ

ノクロラミン消毒であるから増加するのではなく、

消毒の方法にかかわらず、元から割合が高かっ

たと判明した。 

レジオネラ属菌を培養する GVPC 寒天培地で

の、抗酸菌の発育状況を検討した。143 検体の浴

槽水から、抗酸菌およびレジオネラ属菌が検出さ

れた検体数は、それぞれ 55 検体（38.5%）、12 検

体（8.4%）となり、抗酸菌の検出が多かった。ただ

し、本データはレジオネラ検査時に夾雑菌として

発育してきた抗酸菌を調査したものであるため、

実際の割合は今回のデータより高いと予想される。

両方検出されたのは 8 検体（5.6%）、抗酸菌のみ

検出が47検体（32.9%）、レジオネラ属菌のみ検出

が 4 検体（2.8%）であった。遊離残留塩素濃度の

平均値は、抗酸菌が検出された浴槽水（54 検体）

は 1.0 mg/L で、検出されなかった浴槽水（76 検体）

は 0.9 mg/L と大きな違いはなく、低濃度の遊離塩

素では抗酸菌を消毒しきれないと考えられた。総

残留塩素濃度の数値がある検体は 12 検体と少な

いものの、3.4～5.0 mg/L の 11 検体は抗酸菌が検

出されておらず、4.9 mg/L の 1 検体のみが 10 

CFU/100 mL の抗酸菌の濃度であった。この総残

留塩素濃度がモノクロラミン消毒と同じではないと

しても、モノクロラミン消毒に限って抗酸菌が増え

るというものではないと考えられた。 

過去、モノクロラミン消毒で抗酸菌の検出が目

立ったのは、積極的に検査をして見つけていたこ

と、菌数が多くなることが理由と考えられた。前述

の温泉水を遊離塩素消毒した浴槽水 2 検体の従

属栄養細菌数は、内湯が 26 CFU/mL、露天風呂

が 5 CFU/mL と低い濃度であった一方で、井水を

モノクロラミン消毒したジェット風呂は 1.6×105 

CFU/mL と高い濃度であった。モノクロラミン消毒

（結合塩素消毒）は、遊離塩素消毒に比べると消

毒の効果が低いことから、消毒への抵抗性が高い

抗酸菌を消毒しきれず非常に目立っていた。 

M. phlei の増殖に関する要因を検討した。M. 

phlei 増加温泉水の pH を意図して変化させたとこ

ろ、pH8 および 9 では M. phlei が増殖し、pH10 で

は菌濃度が減少した（図 1-2）。一方、非増加温泉

水では、pH8~10 のいずれにおいても増殖しなか

った（図 1-3）。すなわち、pH が高かったり低かっ

たりすればM. phleiが増加しやすいということでは

なかった。過去のモノクロラミン消毒実証試験に

おいて、pH10 以上の浴槽水中では従属栄養細

菌数は増加しない 81)が、pH9以下では増加するこ

と、高い菌濃度を維持する 6, 9)ことを経験している。

森ら 7)の報告では pH9 程度の浴槽水でも従属栄

養細菌数は増加しており、このあたりが上限のよう

であった。M. phlei の増殖に影響する何らかの因

子があって、増殖しやすい温泉があることに注意

する必要があると考えられた。 

 

C2. アルカリ性塩化物泉中の Mycobacterium 

phlei に対する遊離塩素とモノクロラミンの消毒効

果 

アルカリ性塩化物泉中の M. phlei を遊離塩素又

はモノクロラミンにより消毒した（図 2-1、図 2-2 及

び図2-3）。遊離塩素消毒による M. phlei の不活化

を確認できたが、CT2,000 ものモノクロラミン消毒

であっても不活化が 1-Log も進まなかった。 

先行研究では、アルカリ性温泉水中の M. phlei

19



 
 
 

がモノクロラミンで消毒されて、遊離塩素よりも消

毒効果が高かったことを経験したが、本研究のア

ルカリ性塩化物泉では逆の結果が得られていた 3, 

10)。本研究の結果は、モノクロラミン消毒下の営業

施設の浴槽水から M. phlei が検出されることと一

致しており 5, 6)、むしろ納得のいくものであった。消

毒効果が異なる要因として、本研究で用いた温泉

水が、アルカリ性だけでなく、塩化物イオン濃度が

13,810 mg/L とかなり高かったこと、高塩泉であっ

たことが影響したことが考えられた。 

 

C3. 不活化曲線に基づくレジオネラ属菌のモノク

ロラミン感受性評価 

モノクロラミンによる消毒効果が確実に得られる

試料の最小希釈倍率を求めるため、菌試料を 101

及び102倍希釈した際のモノクロラミン濃度減衰曲

線を得た（図 3-1）。菌濃度が高いとモノクロラミン

濃度が減少してしまうところを、十分に希釈するこ

とでモノクロラミン濃度が減少しない、消毒試験の

条件を設定した。なお、入浴施設においては、施

設利用者由来の垢等の有機物が本研究の培地成

分に相当し、溢水や完全換水による垢等の塩素

消費物質を除去することが浴槽水における消毒

効果の確保に重要と言える。 

L. pneumophila（臨床株）、L. anisa（冷却塔水由

来株）、L. dumoffii（浴槽水由来株）の塩素感受性

を比較するために、モノクロラミン濃度 3 mg/L の

条件下で不活化試験を実施した。その結果、いず

れも tailing 様の不活化曲線を示した（図 3-2A）。

冷却塔水から分離された L. anisa のモノクロラミン

感受性が最も高く（10分で3-Log程度の不活化）、

Hom 因子 m が 1 に近い値を示した（図 3-2C）。L. 

pneumophila（臨床株）と L. dumoffii を比較すると

（図 3-2A、B）、大差ではないが、L. pneumophila

（臨床株）のモノクロラミン感受性（10 分で 2-Log 程

度の不活化）はやや低かった。 

不活化曲線か ら 99.9% 不活化に 必要な

CT99.9% を 算 出 し 、 株 間 で 比 較 し た 。 L. 

pneumophila（臨床株）、L. anisa、L. dumoffii の

CT99.9%は、108.8、25.4、56.2 [min・mg/L] となっ

た。Jakubek らの報告においては、河川や冷却塔

から分離された L. pneumophila の CT99.9%は 15 

~ 65 程度の範囲であり 12)、外挿領域の推定である

ことに留意する必要はあるが、本研究で対象とし

た L. pneumophila（臨床株）のモノクロラミン感受性

は比較的低いといえた。感受性の振れ幅が種や

株でどこまで異なるのか、さらなる検討が望ましい

と考えられた。実際の 3mg/L のモノクロラミン消毒

がなされた浴槽では、10 分ないし 15 分で 99.9％

（3-Log）の不活化が達成していることになるので、

速やかに消毒がなされるものと考えられた。 

 

C4. 公衆浴場におけるモノクロラミン消毒と配管

洗浄 

試験開始前は遊離塩素により消毒されていたと

ころ、試験開始後は全塩素濃度 3.0～8.0 mg/L の

範囲で消毒が維持された。 

浴槽水のレジオネラ属菌は、試験 24 日目の浴

槽 B から L. pneumophila 血清群不明が 10 

CFU/100 mL検出された（表4-1）。配管拭取り検体

から、遊離塩素による消毒時に L. pneumophila 

SG1、モノクロラミン消毒時に浴槽 B の配管拭取り

検体から L. pneumophila 血清群不明が検出され

た（表 4-2）。 

浴槽水の PCR 検査では、遊離塩素消毒時はほ

ぼ検出されなかったが、モノクロラミン消毒時は

101～103 CFU 相当/100 mL の値が検出された（図

4-1）。浴槽水中の DNA は、遊離塩素によって短

時間で失活するのに対して、モノクロラミンは長時

間残存することが、モノクロラミン消毒時に高い遺

伝子コピー数の検出理由と考えられた 69）。一方、

死菌の検出を抑制する EMA-qPCR は、qPCR の
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値より顕著に低く、生菌は少ないと考えられた。す

なわち遺伝子のほとんどがモノクロラミン消毒によ

り殺菌された死菌と考えられたが、それでもEMA-

qPCR で最大 4.3 CFU 相当/100 mL が検出された。 

従属栄養細菌数は、遊離塩素消毒時は 14～94 

CFU/mL であったが、モノクロラミン消毒開始 10

日目に浴槽 A が 1.4×104 CFU/mL、浴槽 B が

1.4×105 CFU/mL まで増加し、その後は 102～106

の値であった（図 4-2）。従属栄養細菌数がモノク

ロラミン消毒開始後に増加するという報告があり 2)、

本研究の結果も同じ傾向であった。なお、一般細

菌数、アメーバ数は全ての検体で検出されなかっ

た。 

レジオネラ属菌の遺伝子が検出されること、従

属栄養細菌数が高く、系統内にバイオフィルムの

存在が疑われたことから、配管洗浄によるバイオ

フィルム除去を試みた。浴槽 B の配管洗浄（試験

31 日目）が実施されたが、洗浄後の検体における

生菌死菌遺伝子量に明瞭な減少が認められなか

った。ろ過系統内にまだバイオフィルムが残存し

ていると考えられたことから A 及び B の配管洗浄

を試験 90 日目に実施したが、効果は一時的なも

のにとどまった。 

ろ過器のろ材を管理した記録がないとのことで、

バイオフィルムの数年分が残存していると考えら

れた。ろ材交換時期の推奨が 3～4 年と書かれた

ことがあるようだが 18)、それで足りないのであれば、

より高頻度な交換が必要かもしれない。 

 

C5. 電解生成オゾン水を用いた温浴施設循環式

ろ過器の消毒・洗浄試験 

問題の大容量の浴槽とろ過器に、令和5年8月

からオゾン濃度（平均値）0.5 mg/L で電解オゾン水

を供給したが、ろ過器他からレジオネラ属菌の検

出が続き、消毒の不足が強く示唆されていた。要

因として、ろ過器以外から汚染が来てしまうこと（ジ

ェット循環配管等の管理しきれないものが浴槽に

ある）、汚濁量が多いこと（男女 2 つの大型の浴槽

水をろ過して汚染の負荷が高い）、オゾンが減衰

すること（大きなろ過器へ電解オゾン水を供給す

るのに 70 分間も要したが、オゾンは反応性が高く

短時間で消失するので、全体に行き渡らない）等

が考えられていた 19）。 

令和 7 年度の本報告では、端的に言うと、利用

者数の減少と、ろ過器のろ材交換により、電解オ

ゾン水による消毒の有無にかかわらず、レジオネ

ラ属菌の汚染は抑えられるようになった。 

協力を得たスーパー銭湯は、試験期間中、年

末年始や連休等の繁忙期を含めると、1 日に約

300 から 2,000 人の入館者数があった（図 5-1、5-

2）。当該銭湯の系列企業会員を無料で受け入れ

て入館者数が非常に多かったところ、993 日目に

これを終了し、平均入館者数が 1,268 人/日（約

1,300 人/日）から、868 人/日に急減した。一時的な

増減はあったが、繁忙期以外は概ね 800 人/日程

度で推移した。人数の減少後は、汚染負荷量の

減少により、換水後のろ過器逆洗水のレジオネラ

属菌が低下した（図 5-2）。電解オゾン水で対応で

きる汚染の負荷量を超えていたとも考えられた。 

「レジオネラ症防止指針」では、ジェット浴槽の

ろ過器に対して、毎日 1 回以上の頻度で 5～10 

mg/L の高濃度塩素を使用した逆洗を推奨してい

る 18）が、当該スーパー銭湯では未実施であり、逆

洗を毎日、浴槽水（塩素濃度1.0 mg/L 程度）により

行っているだけであった。ろ過器のろ材交換が少

なくとも数年間は行っていなかったことが判明し、

1,089 日目に施設全てで交換が行われた。1,089

日目以降は、電解オゾン水によるろ過器の消毒が

なくても、レジオネラ属菌は概ね継続して不検出

となった（図 5-1、5-2）。ろ過器内の汚れ（生物膜）

が全て除去されたことが理由と考えられた。なお、

電解オゾン水は、オゾン電極の劣化が進んだた

21



 
 
 

め、ろ材交換と同時に停止していた。電解オゾン

水の供給にかかわらず、通常の遊離塩素消毒は

行われていた。 

 

C6. 家庭用洗濯機における塩素系消毒剤による

レジオネラ属菌に対する洗浄効果 

洗濯機の洗浄前後における qPCR 法及び LC 

EMA-qPCR 法に基づき算出したレジオネラ属菌

数並びに従属栄養細菌数を、図示した（図 6-1）。

洗浄前のレジオネラ属菌数は、洗浄を 1 回実施し

たことで、大きく減少し、さらに洗浄（2 回目）を実

施したことで qPCR 法でも検出限界未満となっ

た。例数は少ないものの、2 回の洗浄は 1 回より

もレジオネラ属菌を洗浄、除染する効果が高く、

その状態は 4 か月程度維持できていた。入浴施

設は、洗濯機と同様、高濃度塩素消毒を頻回に実

施する衛生管理が有用と推測される。それから、

レジオネラ属菌の完全除去は困難であり、定期的

な洗浄が必要と考えられた。 

なお、レジオネラ属菌の分離培養の結果は全

ての検体で不検出だった。16S rRNA 遺伝子のア

ンプリコンシーケンスで取得した菌叢解析では、

Legionella 科あるいは属に分類された ASV があ

った。BLAST 検索の結果は Uncultured 

Legionella sp.で占められ、VBNC 状態や人工培

地では増殖しにくい菌種と考えられた。 

各検体の上位 15 属を抽出、統合した計 38 属

の菌叢推移によると、塩素洗浄により菌叢は一時

的に単純化したが、その後の時間経過と共に再

び洗浄前に近い構成へと戻る傾向であった（図 6-

2）。バイオフィルム形成に関与するとされる

Mycobacterium 属 70）は、１回の洗浄では相対存在

率に大きな変化はなかったが、2 回目の洗浄後に

は相対的に低下した。複数回の洗浄は、バイオフ

ィルム除去を、より促進できる可能性が示唆され

た。 

 

C7. 冷却塔の稼働時モニタリングとその特性把握 

日射の影響を受ける日中に風速が大きくなり、

夜間に風速が小さくなる傾向にあった（図7-1）。気

象庁統計データによると大崎市の平均風速は

1.5m/s であるが、今回の測定場所では平均風速

1.0m/s となっており、遮蔽物により外部風の影響

が低減した様であった。風向頻度分布は SW、

SSE、NNE が相対的に高かったが、気象庁統計

データとの差異から考えて、冷却塔周りはやや複

雑な気流場になっている様子であった。 

冷却塔の実測は 2 箇所で行い、うち 1 箇所を例

示した（図7-2）。定常稼働時のファン風速は16m/s、

吹き出し風量は 115,812m3/h と見積もることができ

た。もう一台の定常稼働時のファン風速は 13m/s、

吹き出し風量は定常時 94,097m3/h と見積もること

ができた。 

大気拡散モデル（プリューム・パフモデル）を用

いて、冷却塔排風上昇高さΔH 及び水平到達距

離 L を推定した（図 7-3）。環境アセスメントに用い

られる大気拡散モデル（プリューム・パフモデル）

をレジオネラ属菌濃度推定に活用することができ

れば、計算負荷の大きな CFD 解析を経由しなくと

も済む。排風吹出し速度は、先の実測結果を用い

た。外部風の状況にもよるが、排風速度 13m/s、フ

ァン直径 1.6ｍの場合、冷却塔直上 40～60m の高

さまで到達し、水平距離は水滴の大きさ（500μm）

であれば周囲 30m の範囲、50μm であれば 500

～1,000mの範囲に拡散する結果となった。この結

果は CFD 解析とも概ね整合した。発生源におけ

るレジオネラ属菌放出強度（CFU/s）は循環水中の

レジオネラ属菌濃度（CFU/m3）とファンに伴う飛散

量（m3/s）の積で表すことができることから、(3)式を

用いた院内感染の評価への応用を期待している。 

 

C8. レジオネラ属菌を含むエアロゾルの広域拡
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散シミュレーションとリスクエリア分析 

計算対象エリア内を 100m × 100m × 1m でメッ

シュ分割し、各メッシュ内の代表粒子に含まれるレ

ジオネラ属菌の濃度と、各メッシュ空間内のレジ

オネラ属菌濃度をCFD計算した（図 8-2）。時間ご

との紫外線、相対湿度の影響も考慮した。図の(a)

は紫外線を考慮せず湿度効果のみを考慮した場

合、(b)は雨天時、(c)は曇天時である（図 8-2a～c）。

(d)は夜間（日射のない時間帯、20:00～21:00）で

（図 8-2d）、他は日中の 10:00～11:00 におけるリス

ク領域を例示した（図8-2a～c）。地上 1m 高さにお

けるレジオネラ属菌濃度として、スケールの上限

を 100 CFU/m3 とし、濃く着色されているのはそれ

以上の濃度の、より危険なリスクエリアを意味して

いる。 

強い海風に乗ってレジオネラ属菌が広範囲に

拡散するところ、紫外線による不活化がない前提

では、風下で広域な高リスクエリアを形成した（図 

8-2a）。なお、不活化が全く無いことはないので、

現実の高リスクエリアは計算結果より狭くなり、図

にあるほどの距離には届かないと考えられる。そ

れから計算対象の都市は図の左上の北西の外側

に山があり、計算上の考慮をしていないので、図

の左側では対象エリア内で拡散したり、もしくは、

北西側からの風が強くなり、発生源の左下の南東

側に高リスクエリアが形成されたりする可能性があ

る。 

雲天を仮定した場合、雲を透過する紫外線が

十分に届いており、高リスクエリアが消失した（図 

8-2c）。曇天であっても紫外線の効果が高くあり、

計算上、レジオネラ属菌は速やかに不活化された。

雨雲（厚い乱層雲など）は紫外線の透過率を著し

く低下させるため、空中での不活化速度が鈍化し

た結果として、リスクエリアが生じていた（図 8-2b）。 

夜間は紫外線による不活化がゼロになるため、

生存率は湿度のみに依存する（図 8-2d）。日中の

拡散（図 8-2b、または a に近いもの）とは異なり、

夜間はリスクエリアが発生源（冷却塔）の近傍で濃

い帯状となっている。夜間は風速が低下して長距

離への輸送が制限されるとはいえ、不活化されな

ければ広範囲に広がってしまう。 

 

C9. 英国レジオネラ属菌外部精度管理（UKHSA

の EQA）への参加と冷却塔の維持管理に関する

国内外の法規制および登録制度 

UKHSA では、報告期限後に参加者宛に

Intended results が送付される（図 9-1）。Intended 

results は、いわゆる正解値で、配付された 2 試料

（G140 の A と B）に含まれるレジオネラ菌数およ

び菌種、レジオネラ以外の菌種が記載されている。

レジオネラ以外の細菌は、G140A には Nocardia 

farcinica 、 Pseudomonas putida 、 G140B に は

Micrococcus luteusが含まれていた。これらのうち、

P. putida と M. luteus はレジオネラ検査の選択培地

であるGVPC寒天培地にコロニーを形成しないが、

N. farcinica はコロニーになるので培養前の処理

が必要であった。 

参加結果は Z スコアによって評価され、個別に

参加機関へレポートとして返却された。G140 の世

界全体の参加数は 241 機関、日本国内の地衛研

は 55 機関、全地衛研が UKHSA および研究班へ

検査結果を報告した。G140A は 224/229 名

（97.8%）、G140B は 222/229 名（96.9%）がレジオ

ネラ属菌の検出を回答している（回答なし・試験未

実施は除く）。今回、参加した地衛研のうち絶対値

2 以内の良好範囲内であったのは、G140A では

53 機関(96.4%）、G140B では 51 機関（92.7%）で

あった（図 9-2）。2 試料共に良好範囲外であった

機関は 2 機関（3.6%）あった。 

今回のG140試料をレジオネラ属菌検査の標準

的な方法である 100 倍濃縮法で行った場合、

Intended results の 100％値の菌数は、培地1 枚当
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たり G140A は 130 CFU、G140B は 120 CFU とな

る。細菌検査では、培地 1 枚当たり 30～300 CFU

程度が比較的正確に計測可能な範囲とされてい

る。G140は、試料A、B共に比較的計測しやすい

菌数設定であった。 

地衛研のレジオネラ属菌外部精度管理に関す

る現状を把握するため、参加機関にアンケート調

査を行った。おおむね半数程度の地衛研では、

外部精度管理に参加したい意向は有しているも

のの、予算化が難しい状況にあることが明らかと

なった。「今後も同様の外部精度管理を実施して

ほしい」との意見も複数の機関から寄せられており、

本研究班による支援を当面、継続することが好ま

しいと考えられた。 

国内で冷却塔を感染源とするレジオネラ属菌の

集団感染が発生したが、特定建築物の冷却塔は

届出により保健所が所在等を把握している一方、

特定建築物以外は情報を把握できないため、保

健所が調査するのは容易ではなかった。そのた

め、海外の冷却塔登録制度を調査した。ニューヨ

ークでは 2015 年の夏にサウスブロンクスで発生し

た冷却塔に起因するレジオネラ属菌の集団感染

を受けて法整備が進み、冷却塔の登録制度が始

まった（図 9-3）。ニューヨーク市の場合は州と市の

両方に届け出る必要がある。届出は州、市ともに

ウェブサイト上からの電子登録となり、既存および

新規の冷却塔の登録、及び定期的な報告が求め

られる（表 9-1、9-2）。冷却水の薬品処理を常時行

うことなども求められる。所有者が規定の期間内

に必要なことを行わない場合、州または地域の保

健局は法律で認められた措置（該当するあらゆる

民事および刑事罰の適用を含む）を取ることがで

き、違反内容によって細かく罰金額も決まってい

るため、実効性が高いと考えられた。培養検査で

細菌が検出された場合、それらの菌数レベルに

応じて取るべき対応も定められている 71）。 

日本国内では、特定建築物に設置された冷却

塔は法令に基づく届出対象とされている一方で、

それ以外の冷却塔については、関係法令上、そ

の所在を把握する仕組みは整備されていない。

そのため、レジオネラ属菌感染症が発生した場合

には、冷却塔の所在確認に航空写真解析や現地

踏査といった煩雑な作業を要し、感染源調査に多

大な労力を要することが報告されている 26)。冷却

塔の所在地や維持管理状況をオンラインで確認

できる登録制度は、感染源を特定する際等の調

査において有益と考えられた。 

 

C10. レジオネラの分子疫学と冷却塔の汚染実態

調査 

 患者由来株である L. pneumophila SG1 ST818 

(KL2674) は、SBT型別に用いる 7つの遺伝子の

一つである flaA 遺伝子が増幅されなかった。全ゲ

ノム解析から配列を比較したところ、従来の

forward primer に 2 塩基、reverse primer に 4 塩基

のミスマッチがあった。ミスマッチ部位を縮重化し

た degenerate primer を新たに作製し、問題なく増

幅することを確認した（flaA-FMT2(M13F) TGTA 

AAA CGA CGG CCA GTR CGT ATT GCY CAA 

AAT ACT G、flaA-RMT2(M13R) CAG GAA ACA 

GCT ATG ACC CCR TTA ATS GTT AAG TTR 

TAR G）。従来の primer では増幅が認められなか

った冷却塔由来の 4 株も増幅できた。冷却塔水由

来の C2 グループ 38)や SG1 以外においても、

flaA:11を示す株では、同様のミスマッチによりflaA

が増幅しない場合があることが判明した。病原体

検出マニュアルの改訂を提案する。 

冷却塔水に由来のレジオネラ属菌の菌種、血

清群、遺伝子型を検討した（表 10-1、10-2、10-3）。

菌種はL. pneumophila が最も多く、血清群はSG1, 

SG13, SG7 が主要であり、過去の報告 72)と同様の

傾向を示した。東京都の冷却塔水の調査結果とも
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一致しており 73)、冷却塔由来株に大きな地域差は

ないと考えられた。なお、1994 年に東京都渋谷区

で発生した冷却塔水に起因する集団感染事例で

は L. pneumophila SG7 が原因菌と推定されており、

SG1 だけを試験すれば良いとはならないと考えら

れた。他方、浴槽水では SG1、SG6、SG5 が主要

な血清群であり 74)、冷却塔水とは異なり、感染源

の調査はこの違いを考慮することが有用と考えら

れた。 

遺伝子型は ST1 が最も多く、次いで ST154 の

順であった。ST1 以外に C1 グループ（cooling 

tower group）に属する ST は ST1008, ST1019, 

ST1657 であり、SG1 全体の 80.1%を占めた。また、

ST154 を含む C2 グループは、全体の 14.9%であ

った。ST1 の C1 グループおよび ST154 の C2 グ

ループが主要であることは、これまでの報告 72)と

一致していた。なお、検査した地域では 2020 年

から2025年の間に、C2グループに属する遺伝系

統が分離されていない。 

2023 年に発生した集団感染に着目すると、大

阪府の集団事例26)では、L. pneumophila SG1の新

規遺伝子型  (flaA:2 or flaA:1, pilE:10, asd:18, 

mip:15, mompS:25, proA:5, neuA:6)が報告されてい

る。東京都の集団事例 25)では、L. pneumophila 

SG1 ST1646 が検出されており、いずれも従来の

主要グループに属さない遺伝子型であった。近

年の冷却塔水に由来のレジオネラ属菌はこのよう

な特徴があるようで、主要なグループから外れた

としても、原因である可能性を否定しないことが必

要と考えられた。 

 

C11. レジオネラ症の感染源調査における次世代

シークエンサーの活用 

過去に富山県で発生した 12 事例について、全

ゲノム解析により、患者株と環境株の間に検出さ

れる SNP 数を調査した（表 11-1）。今回解析した

12 事例は、患者が 2～10 日間の潜伏期間に公衆

浴場を利用しており、患者由来株と利用した公衆

浴場由来株から分離した菌株の ST が一致したこ

とを確認している。 

組み 換え 領域を 除去し た 全ゲ ノ ム 解析

（Gubbins の処理あり）では、患者株と公衆浴場株

間に検出された SNP 数は、最小 0、最大 31 SNPs

であった（表 11-1）。組み換え領域を除去しない解

析でも概ね同様の結果であったが、患者由来株と

一部の公衆浴場由来株との間に最小 0 から最大

1,088 SNPs が検出され、解像度が向上した。しか

し、SNPs が増えすぎて感染源の判断が否定され

かねないことも判明した。組み換え領域の除去

（Gubbins の処理）は、解像度が足りない場合には

なし、解像度が十分な場合にはありとするのが適

すると考えられた。 

SNP 数が多くなるのは、レジオネラ属菌が浴槽

水中で相同組み換えを起こして、多様性が大きい

ことが理由と考えられた 29, 75)。過去の検討によると、

公衆浴場株の同一検体内から異なる SNP を持つ

複数の株（SNV、single nucleotide variants）が検出

されており、7 株以上を解析対象にしないと変異

の種類を網羅できないことが経験的に明らかにさ

れている 30)。多様性が生じる理由を想像してみる

と、冷却塔は浴槽水では使えないような強い消毒

剤を使えたり冷却塔の台数が少なかったりと、環

境が均一に近いだろうことに対して、公衆浴場で

は水質、温度、男女別種類別にある多数の浴槽、

浴槽それぞれに接続された多系統のろ過器と異

なるろ材の種類、入浴剤や気泡発生装置の有無

など、環境の条件が多様なことが背景にあるのだ

ろう。そして公衆浴場のろ過器では、宿主アメー

バが豊富に存在してレジオネラ属菌が盛んに増

殖するなど 82)、レジオネラ属菌の遺伝的多様性が

進行しやすそうである。加えて、通常の疫学調査

では、感染源と疑われる複数の公衆浴場試料を
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並行して検査する都合上、1 株ずつしか解析しな

い場合が多そうである。すなわち、どの株を釣菌

して解析するかは偶然であり、患者株と環境株間

で検出される SNP 数が大きくなっても不思議では

ない。できれば、疑い公衆浴場が絞り込まれた後

に、改めてそこから複数の株を解析することで、

患者株に近縁な公衆浴場株を検出できることが望

ましい。 

他方、海外における冷却塔を原因とする感染事

例では、患者株と環境株間は 5 SNPs 以内との報

告であった 32)。レジオネラ属菌以外の細菌でも全

ゲノム解析による疫学調査が一般的になりつつあ

るが、疫学的関連性があるとされる SNP の閾値は、

調べられた範囲で Pseudomonas aeruginosa で最

も多く、37 であった 76)。この様に感染源の判断に

行われる SNP 検出は、解析対象によって異なると

認識しておく必要がある。 

話は変わるが、1 人のレジオネラ症患者が、同

一潜伏期間内に、2 つの施設でレジオネラ属菌に

感染したと推察される事例があった。今回の全ゲ

ノム解析からも、この所見を支持する結果が得ら

れた。事例 2 の患者株から ST505 および ST644

が検出された一方、公衆浴場株では施設 A から

ST644 および ST1094、施設B から ST505 他が検

出された（表11-2）。ST505および ST644における

全ゲノム解析の結果では、患者株と公衆浴場株と

の間に検出された SNP 数は、組み換え領域を除

去した解析で、最大 13 であった（表 11-1）。我々

の知る限り、事例 2 のような同一潜伏期間内に 2

つの施設でレジオネラ属菌に感染したと推察され

た事例はこれまでに報告がなかった。同一患者か

ら複数の血清型、遺伝子型、SNV が検出された

報告はあるが 77-79)、いずれの報告においても 1 か

所の感染源から複数に感染した事例であり、複数

の感染源から重複して感染した報告はなかった。

繰り返すと、同一患者が複数の感染源から複数の

株に感染する可能性があることを認識する必要が

ある。国内では温泉はしご（ハシゴ湯）などと言わ

れる通り、公衆浴場を利用する文化が盛んなため、

複数の感染源で重複して感染する機会が十分に

ある。レジオネラ症患者の感染源の解明には、丁

寧な疫学調査、細菌学的調査が必要であることを

改めて認識した。 

 

C12. 散発事例及び集積事例における遺伝的距

離の検討 

浴槽水と冷却塔に関連した L. pneumophila の

cgMLST 解析及び SNP 解析を行った。散発事例

5 事例中 4 事例（散発 A、B、D、E）における患者

由来株と環境由来株の遺伝的距離は、cgMLST

解析で 1～4 allele 差、SNP 解析で 1～12 SNPs で

あり、遺伝的に近縁であることが示された（表 12-

1）。これは既報 80)で疫学的関連性のある株の目

安として示されている≦4 allele及び≦16 SNPsを満

たしていた。 

一方で、散発事例の残り 1 事例（散発 C）では、

患者由来株と環境由来株の間で cgMLST 解析で

は 9 allele 差、SNP 解析では 24 SNPs であり、既

報の基準を上回る遺伝的距離が確認された（表

12-1）。施設 C は 2 株の環境由来株しか取得して

おらず、近縁の株を分離できなかったと考えられ

た。 

また、同一の患者に由来する株（散発 E）にお

いて、最大 11 SNPs の差が認められたこともあっ

た。複数の多様な菌に暴露されれば、重複して感

染することもあり得た（図 12-1）。 

まずは、感染源調査において、複数の分離株

を解析することが感染源の正確な特定に重要で

あると考えられる。もし株数が制限される場合、感

染源の推定に一定の閾値を厳密に設定すると、

疫学的に関連のある事例を見逃す恐れがあること

が考えられた。目安としては基本的に既報の数値
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が参考となるものの、Legionella 属菌は遺伝子組

み換えを起こしやすいことが知られており、数値

のみではなく、疫学情報と併せたうえで一定の幅

をもって解釈する必要があると考えられた。 

以上とは別に、感染源不明の集積事例があり、

患者由来の 6 株が、cgMLST で 3～27allele 差、

SNP 解析で 4～32SNPs の狭い範囲にあった。詳

細は説明しないが、同一地域内で検出が何年も

続いており、さらなる調査が待たれる。 

 

C13. Legionella pneumophila ST23 ならびに ST89

の分子疫学解析 

ST23 の解析では、Gubbins なしの場合は、ゲノ

ムカバー率は85％であり、疫学的に関連のある株

の 2 株間 SNP 数は 0～2 の範囲となり、疫学的に

関連のない菌株間の範囲よりも小さく（疫学的に

関連がないと考えられる株間での SNP 数が 2 以

下のものも 10 組存在）、従来の SBT 法では区別

できなかった菌株を区別し、全ゲノム解析は ST23

の菌株の識別に有用であった（表13-1）。一方で、

Gubbins ありの場合では、ゲノムカバー率はわず

か 30％と小さく、解析対象となるべき配列の大部

分が除外されてしまった。疫学的に関連がない株

間の SNP 数は、1 以下が 273 組も存在し、菌株の

識別が困難であった（表 13-2）。     

ST89 の解析では、Gubbins なしの場合は、ゲノ

ムカバー率は 85％、疫学的に関連のある株の 2

株間SNP数は0～3の範囲であった（表13-3）。疫

学的に関連がない株間の SNP 数が 3 以下のもの

も 139 組も存在し解像度は不足する傾向であった

が、それでもSBT法で区別できなかった菌株を区

別できるようになり、全ゲノム解析は ST89 の菌株

の識別に有用であった。一方、Gubbins ありの場

合は、ゲノムカバー率が 70％と若干の減少で済

んだにも関わらず、疫学的に関連がないと考えら

れる株間の SNP 数が 3 以下のものが 392 組も存

在し、Gubbins なしの場合より識別能が低下した

（表 13-4）。 

以上より、ST23 と ST89 の菌株の SNP 解析に

おいては、Gubbins なしの方が、SNP 検出を行う

ゲノムカバー率が大きく、識別能が高かった。た

だし ST89 の解析では、Gubbins 処理の有無にか

かわらず、疫学的に関連がないと考えられる株間

で SNP が数個となる場合が多くあった。すなわち、

ST89 は ST23 と比較して、多様性に乏しく、感染

源調査においてはより注意する必要があると考え

られた。 

 

以上、公衆浴場等におけるレジオネラ発生防

止及び衛生管理推進に有用な結果を得た。 

①モノクロラミン消毒下の浴槽水で M. phlei の

増殖が生じることが懸念されていたが、モノクロラ

ミン消毒下だけでなく、遊離塩素消毒下の浴槽水

においても優占種であることが判明した。菌叢解

析とレジオネラ属菌の検査培地から、抗酸菌は検

出されていた。バイオフィルムの定着と消毒効果

の低減が心配されるので、M. phlei の増殖は避け

たいことである。ところが M. phlei の増殖の要因や

消毒の可否、つまりどの様な環境になると増殖す

るのか、消毒が通じないことがあるのかは未だに

不明である。今回の試験管内試験で M. phlei が増

殖する温泉としない温泉があること、M. phlei の消

毒効果が高い場合と低い場合があることが再現さ

れたので、それらの条件が増殖の要因を検討す

るための足がかりになることを期待したい。 

浴槽水のモノクロラミン消毒は 3mg/L を濃度の

目安としているが、これは水道の結合塩素消毒の

1.5mg/L の倍であり、例えば 2mg/L に下げるとい

ったことも考えられる。ところが、レジオネラ属菌に

対するモノクロラミン消毒の効果に幅があること、

M. phlei の増殖が抑えられていないことから、当面

は消毒の濃度を維持した方が良さそうである。洗
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浄や他の消毒も試みているが、それだけで対応

するのは無理があり、ろ過器の管理は容易ではな

かった。M. phleiやレジオネラ属菌が検出されるな

ら、汚染負荷の低減、強い消毒や洗浄の繰り返し、

ろ過器の管理の徹底といったことを地道に行うこと

が必要であろう。 

②CFD 解析から、冷却塔からのレジオネラ属菌

の拡散には、紫外線や風の影響が大であった。

日中の紫外線の効果が高く夜間が問題であれば、

夜間や強風時の飛散を抑える冷却塔の制御、例

えばファン回転数を下げる、薬剤添加を増強する

といった制御が考えられる。大気汚染分野で利用

される大気拡散モデル（パフモデル）に基づく簡

易シミュレーションを行い、概ね、CFD 解析結果と

整合することを確認した。現場の風速風向、代替

冷却塔のファン風速のモニタリング等を行った。

国内で冷却塔に由来するレジオネラ症の集団感

染が生じた際、汚染源の冷却塔を特定するのは

容易ではなかったと指摘されている。これに対し

て、海外の冷却塔に関する法整備や登録制度を

倣うことで、負担を緩和軽減し、危害の拡大を防ぐ

のが有用と考えられた。冷却塔には入浴では使

えない強い消毒剤や洗浄剤を使えるので、まず

は現行の水処理剤の使用を徹底すべきである。

万一事故が発生してしまった場合には、冷却塔水

のレジオネラ属菌の菌種、血清群、遺伝子型の検

出状況が非常に参考になるだろう。 

③レジオネラ属菌検査の培養検査は容易では

なく、濃縮と前処理が加わることで、ばらつきが大

きくなりやすい。不安定な結果に基づいて公衆浴

場や冷却塔の指導をするのは避けたいところであ

り、外部精度管理への参加を支援することで、難

しい培養検査の精度や信頼性の確保に努めてい

る。Z スコアの良好範囲外に出てしまう参加者が

出たことは、原理上避けられないことでもあるが、

数年毎の異動で不慣れな検査を担当することの

悪影響もあるかもしれない。外部精度管理に繰り

返し参加するなど、検査能力の維持に努めてもら

う必要がある。 

④レジオネラ属菌の分子疫学には SBT 法がよ

く使われているが、primer の不一致などが理由で、

増幅できないことがあった。今回、ゲノム解析によ

り得られた配列を元に、primer の修正がなされた。

この修正は、マニュアルに反映されることで解析

不能や低い精度が直ちに改善できるものであり、

地方衛生研究所と国立感染症研究所で使われる

病原体検査マニュアルに反映される。 

レジオネラ属菌のSNP解析による分子疫学は、

株の異同の判断に一定の基準値を厳密に設定し

た場合、疫学的に関連のある事例を見逃すことが

懸念された。複数の解析の結果として、同一の患

者や同一の環境から、多様な SNV が検出された。

多数の株を分離して解析すれば、同じ SNP の株

を得られる確率は向上するが、複数の疑い施設、

複数の浴槽や冷却塔の試料、複数の分離株と手

を広げるには限度がある。例えば最初は少数のコ

ロニーから菌種、血清型、lag-1 遺伝子陽性で施

設を絞り込み、SBT 法でさらに試料を絞り込み、

最終的に絞り込んだ試料から数コロニー分の全ゲ

ノム解析へと進むことになる。労力と費用のことも

あり、このように絞り込みができてから、SNP 解析

の対象にする分離株を増やすのが効率的である。

レジオネラ属菌は環境中で多種多様であり、どの

菌種も血清型も遺伝子型も、濃度一定ではなく、

多いSNV と少ないSNVのばらつきもありえる。感

染性病原性の高いものに限って、環境中の割合

が低かったことも経験されている。であれば、SNP

解析に基準値を設定するのではなく、今なお、古

典的疫学調査を含めた総合判断が大事になる。

解析例が多くなれば、ある程度の閾値が見えてく

るだろうが、それは厳密な数値にはならないと想

定される。それから組み換え領域の除去は一律
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ではなく、解像度が足りているなら除去、足りない

なら除去しないことで、ST 型では区別できない株

を必要に応じて、より高解像に識別できるようにな

る。他方、多様性に乏しいST89は、SNP解析でも

区別できないことが示された。分子疫学だけに頼

ること無く、通常の疫学調査が重要であることに変

わりなかった。複数施設で複数のレジオネラ属菌

に重複感染することも想定に含める必要があった。 

 

D. 結論 

D1. 公衆浴場の浴槽水における抗酸菌について 

M. phlei はモノクロラミン消毒下の浴槽水だけで

なく、遊離塩素消毒下の浴槽水においても優占

種であった。レジオネラ属菌の培養検査において、

抗酸菌は遊離塩素消毒であっても少なくない頻

度で検出されていた。M. phlei が増殖する温泉と

しない温泉があることが試験管内試験で確認され

た。増殖の要因に興味が持たれた。 

 

D2. アルカリ性塩化物泉中の Mycobacterium 

phlei に対する遊離塩素とモノクロラミンの消毒効

果 

pH が 9以上、塩化物イオン濃度が 13,810 mg/L

のアルカリ性塩化物泉中では、M. phlei は

CT2,000 ものモノクロラミン消毒であっても不活化

が 1-Log も進まなかった。この結果は、営業施設

の浴槽水中で M. phlei が検出したことと対応する

ものであった。一方、先行研究のアルカリ性温泉

水における試験管内の消毒試験とは対応しなか

った。消毒効果が変化した要因に興味がもたれた。 

 

D3. 不活化曲線に基づくレジオネラ属菌のモノク

ロラミン感受性評価 

L. pneumophila、L. anisa、L. dumoffii の 3 種のレ

ジオネラ属菌についてモノクロラミン感受性を評

価した。L. pneumophila 及び L. dumoffii は同程度

の感受性（10 分で 2-Log 程度の不活化）、L.  

anisa は 10 分で 3-Log の不活化と感受性に幅が

あった。モノクロラミン濃度3 mg/Lを常時維持する

ことが可能な公衆浴場等は安全性が保たれてい

ると言えるが、バイオフィルムから遊離した直後の

菌の塊といったものが発生しないように注意すべ

きと考えられた。 

 

D4. 公衆浴場におけるモノクロラミン消毒と配管

洗浄 

レジオネラ属菌が継続して検出される入浴施設

において、モノクロラミンによる浴槽水の消毒と、

配管洗浄を実施した。モノクロラミン消毒が維持さ

れても、浴槽水から L. pneumophila が分離され、

遺伝子量が高い値を示した。ろ過器が管理されて

おらず、バイオフィルムが残存していると考えられ

たため、配管洗浄を実施した。洗浄直後に生菌死

菌遺伝子量は減少したが 4 日後には洗浄前の値

に戻り、除去が難しいバイオフィルムの残存が疑

われた。 

 

D5. 電解生成オゾン水を用いた温浴施設循環式

ろ過器の消毒・洗浄試験 

レジオネラ属菌の汚染に苦慮する、汚濁量の

多い大型ろ過器（1.8m3）を対象として、電解オゾン

水による消毒・洗浄を試みた。ろ過器に対して、有

効容量分の電解オゾン水を毎日逆洗前に供給し

た。入館者数が多い間は、換水前・換水後共に、

浴槽水からレジオネラ属菌が散発的に検出され、

オゾンの不足が強く示唆された。入館者数が減少

するに従い、換水後浴槽水のレジオネラ属菌は、

オゾン濃度急減時の単発的な検出以外は、継続

して不検出となった。入浴者数が、電解オゾン水

の有効な利用範囲を超えていたと考えられた。ろ

材を交換した後は、オゾン供給を停止したにも拘

らず、浴槽水及び逆洗水からはレジオネラ属菌は

29



 
 
 

概ね不検出となり、汚染が主にろ材にあったと考

えられた。 

 

D6. 家庭用洗濯機における塩素系消毒剤による

レジオネラ属菌に対する洗浄効果 

洗濯機には、レジオネラ属菌が定着・増殖でき

る環境が存在することを改めて確認した。洗浄を

複数回実施することで、より効果的にレジオネラ

属菌及びバイオフィルムの除去が促進される可能

性が示唆された。 

 

D7. 冷却塔の稼働時モニタリングとその特性把握 

冷却塔に起因すると考えられる医療施設のレジ

オネラ集団感染事例を対象として、大気汚染分野

で利用される大気拡散モデル（パフモデル）に基

づく簡易シミュレーションを行い、概ね、CFD 解析

結果と整合することを確認した。現場の風速風向、

代替冷却塔のファン風速のモニタリング等を行っ

た。 

 

D8. レジオネラ属菌を含むエアロゾルの広域拡

散シミュレーションとリスクエリア分析 

冷却塔を発生源とするレジオネラ症集団感染

事例を対象に、GIS で再現した 3D 都市を基に

CFD 解析を行い、紫外線 B による不活化効果と

相対湿度の影響、粒子の沈降を計算モデルに反

映させることで、広域におけるレジオネラ属菌の

拡散プロセスと濃度分布を定量的に評価した。気

象条件（夜間は風速が低下し、エアロゾルの長距

離拡散が制限）および時間帯（夜間は紫外線によ

る不活化効果が消失）がレジオネラ属菌のリスクエ

リアの形成に重要であった。 

 

D9. 英国レジオネラ属菌外部精度管理（UKHSA

の EQA）への参加と冷却塔の維持管理に関する

国内外の法規制および登録制度 

レジオネラ属菌検査における外部精度管理の

整備と検討を進めてきた。2025 年度は全国 55 機

関の地衛研が参加し、G140A では 53 機関

（96.4％）、G140B では 51 機関（92.7％）で Z スコ

ア良好範囲内の結果を示した。地衛研を対象とし

たアンケート調査から、外部精度管理の必要性に

ついては理解が進んでいるものの、予算確保が

大きな課題であることが明らかとなった。ニューヨ

ーク州および市の冷却塔に関する法整備状況と

登録制度についてまとめた。制度には、罰則等の

法律的な措置も定められており、冷却塔の衛生管

理や感染源調査に有効と考えられた。 

 

D10. レジオネラの分子疫学と冷却塔の汚染実態

調査 

SBT 型別に用いる flaA 遺伝子の primer に存

在するミスマッチにより増幅されない株への対応

として、ミスマッチ部位を縮重化した新規 primer を

用いた PCR 系を構築した。冷却塔水に由来のレ

ジオネラ属菌の菌種、血清群、遺伝子型を明らか

にした。菌種は L. pneumophila、血清群は SG1, 

SG13, SG7 が主要であった。SG1 の遺伝子型は、

ST1 と ST154 のグループが全体の 95 %を占めた。 

 

D11. レジオネラ症の感染源調査における次世代

シークエンサーの活用 

患者株と公衆浴場株間に検出された SNP 数は、

組み換え領域を除去した場合においても最大 31 

SNPs であり、海外で報告されている冷却塔の 5 

SNPs より大きかったが、Pseudomonas aeruginosa

の 37 SNPs よりは小さかった。同一由来と判断す

るための根拠を求めて、経験的に基準値を設定

するため、より多くの菌株を検討しておくことが課

題と考えられる。全ゲノム解析から、1 人のレジオ

ネラ症患者が、同一潜伏期間内に、2 つの施設で

レジオネラ属菌に感染したとの推察を支持する結
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果が得られた。 

 

D12. 散発事例及び集積事例における遺伝的距

離の検討 

浴槽水と冷却塔に関連した L. pneumophila の

cgMLST 解析及び SNP 解析を行った。患者由来

株と環境由来株の遺伝的距離は、cgMLST 解析

で 1～9 allele 差、SNP 解析で 1～24 SNPs であり、

既報の基準を上回る遺伝的距離が確認された。

同一の患者由来株の間に 11 SNPs の差が認めら

れたりもした。複数の分離株を解析することが感

染源の正確な特定に重要と考えられるが、遺伝的

距離に一定の閾値を厳密に設定すると、疫学的

に関連のある事例を見逃す恐れがあると考えられ

た。数値のみではなく、疫学情報と併せたうえで

一定の幅をもって解釈する必要があると考えられ

た。 

 

D13. Legionella pneumophila ST23 ならびに ST89

の分子疫学解析 

全ゲノム解析により、SBT 法による型別では区

別できない ST23、ST89 を従来よりも高解像に識

別できた。いずれの ST でも Gubbins あり（組み換

え領域を解析から除く）よりも、Gubbins なし（組み

換え領域を解析に含める）の識別能が高かった。

しかし、ST89はST23よりも多様性に乏しく、より注

意が必要と考えられた。 

 

以上、公衆浴場等におけるレジオネラ発生防

止及び衛生管理推進に有用な結果を得た。モノク

ロラミン消毒下の浴槽水で M. phlei の増殖が生じ

ることが懸念されたが、モノクロラミン消毒下だけ

でなく、遊離塩素消毒下の浴槽水においても優占

種であった。M. phlei が増殖する温泉としない温

泉があること、M. phleiの消毒効果が高い場合と低

い場合があることが試験管内で再現されたので、

増殖の要因を検討するための足がかりにすること

を期待する。レジオネラ属菌に対するモノクロラミ

ン消毒の効果に幅があることが示されたこと、M. 

phlei への対応もあり、消毒の濃度は 3mg/L を維

持する。M. phlei やレジオネラ属菌が検出される

場合には、汚染負荷の低減、強い消毒や洗浄の

繰り返し、ろ過器の衛生管理の徹底が望ましい。

冷却塔からレジオネラ属菌が広域に拡散するの

は、紫外線や風速風量の影響が大であったことか

ら、夜間や強風時の飛散を抑える冷却塔の制御

が考えられる。海外の冷却塔に関する法整備や

登録制度は、国内の冷却塔管理にも有用と考えら

れた。冷却塔水に由来のレジオネラ属菌の菌種、

血清群、遺伝子型の検出状況は、将来の感染源

調査に有用である。レジオネラ属菌検査の外部精

度管理への参加を支援することで、難しい培養検

査の精度や信頼性の確保に努めた。レジオネラ

属菌の分子疫学に使用する SBT 法の primer の

修正を、病原体検出マニュアルに反映する。SNP

解析に一定の基準値を厳密に設定すると疫学的

に関連のある事例を見逃す恐れがあり、基準値を

設定するのではなく、古典的疫学調査を含めた総

合判断が大事になると考えられた。組み換え領域

の除去は一律ではなく、解像度が足りているなら

除去、足りないなら除去しないことで、ST 型では

区別できないのを、より高解像に識別する。多様

性に乏しい ST89 型があり、分子疫学だけに頼る

こと無く、通常の疫学調査が重要であることに変

わりなかった。複数施設で複数のレジオネラ属菌

に重複感染することも想定に含める必要があった。 
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図 0 本研究班の編成 

※図中の丸数字は、①公衆浴場と②冷却塔への対応、レジオネラ属菌の③培養検査の精度管

理と④分子疫学の、大きく分けて 4 分野の課題対応を意味している。 
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図 1-1 遊離塩素およびモノクロラミン消毒下の浴槽水の菌叢解析 

 

 

表 1-1 従属栄養細菌の 16S rDNA 解析 

浴槽水 菌種 
コロニ

ー数 

内湯 

(温泉、遊離塩素) 

Mycobacterium phlei 100% (466bp/466bp) 1 

Cutibacterium acnes 100% (446bp/446bp) 2 

Staphylococcus epidermidis 100% (466bp/466bp) 1 

露天 

(温泉、遊離塩素) 

Mycobacterium phlei 99.8% (445bp/446bp) 1 

Agrococcus sp. 99.6% (444bp/446bp) 1 

Staphylococcus haemolyticus 99.6% (466bp/468bp) 1 

Paenibacillus sp. 100% (465bp/465bp) 2 

ジェット風呂 

(井水、モノクロラミン) 
 Mycobacterium phlei 100% (466bp/466bp) 3 

 

 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ジェット風呂

（井水、モノクロラミン）

露天

（温泉、遊離塩素）

内湯

(温泉、遊離塩素)

Corynebacterium tuberculostearicum Mycobacterium phlei

Staphylococcus Rothia amarae

Pseudomonas alcaligenes Cutibacterium

Finegoldia magna Acidovorax

Moraxella osloensis Clostridium perfringens

Others
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図 1-2 M. phlei 増加温泉水における pH、NH4
+濃度別（9 通り）の増殖曲線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3  M. phlei 非増加温泉水における pH、NH4
+濃度別（9 通り）の増殖曲線 
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表 2-1 アルカリ性塩化物泉の化学分析結果 

項目 分析結果*1 分析方法*2 

pH 9.04   
pH/EC 計 1) 

EC (mS/m) 3,600   

TOC 1.4   TOC 計 2) 

Na+ 8,144   

AAS 法 3) 
K+ 82.5   

Mg2+ 2.0   

Ca2+ 2.8   

NH4
+ 

(NH4
+-N) 

<0.1   

(<0.1)  
IC 法 4) 

F- 29.6  

IC 法 5) Cl- 13,810  

SO4
2- 0.8  

H2SiO3 13.9  
ICP-AES 法 6) 

HBO2 206.3  

*1 表記のない箇所の単位は mg/L 

*2 使用分析機器は以下の通り： 

1) TOA DKK MM-60 

2) SHIMADZU TOC-L CPH 

3) SHIMADZU AA-7000 

4) Thermo DIONEX ICS-5000 EG 

5) SHIMADZU HIC-ESP  

6) SHIMADZU ICP-8100 
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図 2-1 アルカリ性塩化物泉中の遊離塩素濃度 

低濃度（約 5 ppm）、中濃度（約 10 ppm）、高濃度（約 20 ppm）の 3 つの異なる濃度で添加した。 

 

 

図 2-2 アルカリ性塩化物泉中のモノクロラミン濃度 

低濃度（約 5 ppm）、中濃度（約 10 ppm）、高濃度（約 20 ppm）の 3 つの異なる濃度で添加した。 
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図 2-3 アルカリ性塩化物泉中の M. phlei に対する遊離塩素 

およびモノクロラミン消毒の不活化の比較 

実線が遊離塩素、破線がモノクロラミンの不活化をそれぞれ示す。 

 

 

図 3-1 レジオネラ属菌試料の希釈倍率（黄色：10 倍希釈、橙色：100 倍希釈）を変化させた際の

モノクロラミン濃度の減衰曲線。減衰曲線は𝐶௧ = 𝐶଴𝑒
ି௞ሖ ௧೘́を用いて推定した.プロットは実測値、実

線は推定した減衰曲線を示す。 
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図 3-2 L. pneumophila（臨床株；赤色）、L. anisa（冷却塔水由来：青色）、L. dumoffii（浴槽水由来：

緑色）の不活化曲線（A）、不活化速度定数 k（B）ならびに Hom 因子 m（C）。 

 （A）：プロットは実測値、実線は推定した不活化曲線。（B）、（C）： k および m の確率分布。 

 

表 4-1 浴槽水検体の検査結果 

項目 検体 
検体採取日 

35 日前 28 日前 21 日前 14 日前 3 日目 10 日目 
17 日

目 
24 日目 

レジオネラ

属菌数 
(CFU/100 

mL) 

A <10 <10 <10 <10 <10 <10 <10 <10 

B <10 <10 <10 <10 <10 <10 <10 10 

 

 

表 4-2 配管拭取り検体のレジオネラ属菌培養検査結果 

検

体 

検体採取日 

35日前 14日前 ３日目 10日目 
17日

目 

24日

目 

31日

目 

90日目 

配管 

洗浄前 

配管 

洗浄後 

A L. pneumophila  

SG1 
不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 

B 不検出 L. pneumophila  

SG1 

L. pneumophila  
群別不明 

不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出 
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図 4-1 浴槽水から検出されたレジオネラ属菌生菌死菌遺伝子量及び生菌遺伝子量 

     不検出は 1.0E-01 と示し、検査未実施は空白。 

 

 

 
図 4-2 モノクロラミン消毒試験における従属栄養細菌数 

 

 

 

 

47



 

図 5-1 オゾン濃度、週平均入館者数および浴槽水レジオネラ属菌経日変化 

レジオネラ属菌の 1CFU/100mL は不検出（検出限界 10CFU/100mL 未満）を示している。オゾン濃度

は会員の無料入浴を終了した 993 日目で分けて平均値を算出した（以下、同様）。 

 

図 5-2 オゾン濃度、週平均入館者数および逆洗水レジオネラ属菌経日変化 

オゾン停止中も便宜的にオゾン有逆洗水のプロットと同列に逆洗水の測定結果を表示した。 

 

 

0

500

1000

1500

2000

1.E+00

1.E+01

1.E+02

1.E+03

1.E+04

1.E+05

1.E+06

1.E+07

1.E+08

700 750 800 850 900 950 1000 1050 1100 1150 1200

入
館
者
数
(人
/
日
)

レ
ジ
オ
ネ
ラ
属
菌
(
C
F
U
/
1
0
0
m
L)

経過日数(日)

換水前浴槽水

換水後浴槽水

週平均入館者数

不検出

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

オ
ゾ
ン
濃
度
(
m
g
/
L
)

平均値

オ
ゾ
ン
停
止

オ
ゾ
ン
開
始

1.4

ろ
材
交
換
・
オ
ゾ
ン
停
止

会
員
無
料
入
浴
終
了

0.8

2024.10.12 2026.2.24

0

500

1000

1500

2000

1.E+00

1.E+01

1.E+02

1.E+03

1.E+04

1.E+05

1.E+06

1.E+07

1.E+08

700 750 800 850 900 950 1000 1050 1100 1150 1200

入
館
者
数
(人
/
日
)

レ
ジ
オ
ネ
ラ
属
菌
(
C
F
U
/
1
0
0
m
L)

経過日数(日)

換水前オゾン有逆洗水

換水後オゾン有逆洗水

週平均入館者数

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

オ
ゾ
ン
濃
度
(
m
g
/
L
)

平均値

オ
ゾ
ン
停
止

オ
ゾ
ン
開
始

2024.10.12 2026.2.24

不検出

1.4

ろ
材
交
換
・
オ
ゾ
ン
停
止

会
員
無
料
入
浴
終
了

0.8

48



 

図 6-1 家庭用洗濯機（N=1）における洗浄前後の菌数の推移 

白抜きマーカーは検出限界未満(1 CFU/100 mL 未満)を示す。 

 

図 6-2 家庭用洗濯機 (N = 1)における洗浄前後の菌叢 

各検体における上位 15 属を抽出し、それらを統合した 38 属を図中に示した。各検体で 17

～32 属を表示し、その他の属は Others に集約した。 
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図 7-1 超音波風向風速計の設置、実測 
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A) 風向風速計の設置 B) 風速実測 

C) 風向実測 

図 7-3 冷却塔排出風による粒子到達距離 

A)上昇高さ、B)水平距離 

A) 粒子上昇の高さ、冷却塔風速 3 通り 

B) 粒子の水平到達距離、粒径 3 通り 

A) 冷却塔への風速計設置例 

B) 冷却塔排出風の風速、実測例 

図 7-2 冷却塔排出風実測の例 

A)設置例、B)実測例、0 ないし 16m/s 
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図 8-1 6～8 月の日中と夕方以降の風配図 （風向の頻度の数値（％）や成分が若干異なる） 

 

 
図 8-2 CFD 解析によるレジオネラ属菌の濃度分布 

(a)は紫外線を考慮せず湿度効果のみを考慮した場合、(b)は雨天時、(c)は曇天時である。(d)は夜

間（日射のない時間帯、20:00～21:00）で、他は日中の 10:00～11:00 におけるリスク領域。各地図

の右下にある赤丸がレジオネラ属菌の発生源を意味する。 
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図 9-1 UKHSA G140 の Intended results 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9-2 参加した地衛研

の Z スコア分布 

A)は試料 G140A、B)は試

料 G140B のスコア分布を

表す。Z スコアの良好範

囲は、一般に-2.0 から

+2.0 の間とされ、この範

囲内に約 95%が含まれる

（適切な検査をしていて

も、範囲外に出る参加者

が 5％生じる）。培養の前

処理で菌が減少するの

で、マイナス側に分布す

ることが多い傾向にある

かもしれない。 

 

A) G140A のスコア 

B) G140B のスコア 
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図 9-3 ニューヨーク州のウェブサイト（冷却塔の登録と報告の提出） 
 
 
表 9-1 登録する内容 
 登録項目 

1 冷却塔が設置される建物の住所 
2 冷却塔所有者の氏名，住所，電話番号，メールアドレス 
3 冷却塔のメーカー 
4 冷却塔の型式 
5 シリアル番号 
6 冷却能力 
7 冷却塔の保有水量 
8 冷却塔の使用目的 
9 冷却塔の運転期間（通年，季節） 

10 消毒剤の使用方法（手投入，タイマー間欠，連続注入） 
11 メンテナンス要員（社内，請負業者，その他） 
12 冷却塔の稼働開始年 

 
 
表 9-2 報告する内容 
 報告項目 

1 最後に細菌培養検査用の試料を採取した日，その時の検査
結果，および必要な是正処置実施日 

2 直近のレジオネラ属菌培養検査用の試料を採取した日，そ
の時の検査結果，および必要な是正処置実施日 

3 直近の点検日 
4 最終認証日 
5 冷却塔の撤去または恒久的な使用中止日（該当する場合） 
6 その他の情報 
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菌種 血清群

L. pneumophila 339 (73.7) SG1 216 (63.7)

L. erythra 29 (6.3) SG13 46 (13.6)

L. rubrilucens 24 (5.3) SG7 31 (9.1)

L. anisa 17 (3.7) SG5 14 (4.1)

L. quinlivanii 9 (2.0) SGg4/10 11 (3.2)

L. busanensis 7 (1.5) SG6 5 (1.5)

L. feeleii 6 (1.3) SG3 4 (1.2)

L. londiniensis 5 (1.1) SG14 4 (1.2)

L. gresilensis 4 (0.9) SG4 2 (0.6)

L. taurinensis 3 (0.7) SG10 2 (0.6)

L. gormanii 2 (0.4) SG8 2 (0.6)

L. cincinnatiensis 1 (0.2) SG2 1 (0.3)

L. geestiana 1 (0.2) SG9 1 (0.3)

L. hackeliae 1 (0.2) 計 339 (100)

L. israelensis 1 (0.2)

L. jamestowniensis 1 (0.2)

L. lansingensis 1 (0.2)

Legionella spp. 9 (2.0)

計 460 (100)

       レジオネラ属菌種（2003-2025)        L. pneumophila の血清群

株数（%) 株数（%)

表 10-1 冷却塔水から分離された

レジオネラ属菌の菌種 

表 10-2 冷却塔水から分離された

L. pneumophila の血清群 

表10-3　冷却塔水から分離されたL. pneumophila  SG1の遺伝子型（ST)

A) C1 group* B) C2 group* C) others

ST 株数 ST 株数 ST 株数
1 154 154 24 40 2

1008 4 598 2 2 1
1019 2 607 2 45 1
1657 1 986 1 48 1
計 161 1065 1 59 1

新規ST#1 1 461 1
計 31 新規ST#2 2

計 9

* Amemura-Maekawa et al .の分類
#1; flaA:3, pilE:14, asd:16, mip:10, mompS:15, proA:13, neuA:11
#2; flaA:16, pilE:21, asd:33, mip:1, mompS:31, proA:1, neuA:1
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表 11-1 富山県内で発生したレジオネラ症事例（疑い含む）における全ゲノム SNP 解析、組み換え領域の除去（Gubbins 処理）前後の SNP 数 

PA EN Core genome
size (bp (%))

Range Median Core genome
size (bp (%))

Range Median

1 2005 Aug Bath water 1 7 1 ST505 2,837,451 (81) 16 between all 16 2,866,185 (82) 16 between all 16
2** 2008 Sep Bath water 2 6 6 ST505 2,875,735 (82) 2–13 8 2,907,054 (83) 2–13 8

13 20 ST644 2,691,055 (77) 0–9 6 2,778,352 (79) 0–691 6
3 2014 Jun Bath water 1 1 1 ST505 NA NA NA 2,950,675 (84) 13 13
4 2015 Sep Bath water 1 1 5 ST502 2,815,139 (80) 0–15 12 2,880,215 (82) 0–1,088 12
5 2016 Aug Bath water 1 2 2 ST502 2,852,384 (81) 9–11 10 2,878,382 (82) 9–11 10
6 2021 Mar Bath water 1 4 1 ST502 2,874,845 (82) 31 between all 31 2,902,362 (83) 31 between all 31
7 2022 May Shower water 1 1 1 ST120 NA NA NA 2,950,289 (84) 0 0
8*** 2015 Feb Shower water 5 9 6 ST353 2,832,909 (81) 0 between all 0 2,914,911 (83) 0 between all 0
9 2019 Apr Bath water 1 1 1 ST493 NA NA NA 2,882,898 (82) 24 24
10 2020 Mar Bath water 1 10 1 ST2930 2,886,734 (82) 7 between all 7 2,886,875 (82) 7 between all 7
11 2024 Mar Bath water 1 5 12 ST502 2,831,960 (81) 28–29 28 2,892,954 (83) 1,078–1,080 1,078
12 2024 Oct Bath water 1 1 1 ST122 NA NA NA 2,880,136 (82) 10 10
*PA; patient, EN; environment, NA; not applicable.
**Six isolates were obtained from a single patient in which two sequence types were detected.
***Nine isolates were obtained from four patients.

Sequence
type

SNPs between PA and EN isolates
Recombination filtered (Gubbins) No recombination filtering

Case
no.

Year Month Environmental
source

No. of
PA

No. of
isolates

SBT No. of isolates from:

ST Allele no. Patient Facility A Facility B Total
Lp1 ST505 (7, 6, 17, 3, 11, 11, 9) 6 6 12

ST530 (6, 10, 20, 6, 9, 4, 9) 2 2
ST644 (6, 10, 20, 10, 9, 14, 11) 14 26 40
ST1094 (6, 10, 20, 10, 9, 4, 9) 7 7
ST-new (6, 10, 21, 13, 9, 4, 9) 1 1

Species and
serogroups

表 11-2 事例 2 の患者株と浴槽分離株（施設 A と B）のうち、L. pneumophila SG1 の ST 型と、分離株数 
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図 12-1 散発事例 E における SNP 解析のハプロタイプネットワーク図 

赤枠を患者由来株、青枠を環境由来株とする。（）内の数値は株間の SNP 数を示す。 

 

表12-1　各散発事例の解析株数、患者由来株と環境由来株のcgMLSTのallele差、SNP数

事例 菌種
血清
群

ST
患者
由来

株数

環境
由来

株数

由来
環境

患者と環境由来
株間のcgMLST

allele差

SNP解析の

reference
2種類*1

SNP解析の

Core genome
size

患者と環境由
来株間の

SNP数

散発A Lp SG1 ST1 1 2 冷却塔 1~4 CR628336 3,303,952 1～2
2014-16 3,424,211 1～2

散発B Lp SG1 ST42 1 1 浴槽水 2 CR628336 2,855,748 2

2019-14 3,221,079 3

散発C Lp SG6 ST68 1 2 9～26 CR628336 2,985,864 24～36

2024-24** 3,411,237 27～46

散発D*2 Lp SG9 ST2670 2 2 4～5 CR628336 2,893,133 12

2025-08** 3,370,721 12

散発E*2 Lp UT ST537 5 8 浴槽水 3～21 CR628336 2,872,985 6～14
2022-46 3,172,001 2～11

*2　同一患者から分離した各株を解析した。

*1　L. pneumophila Paris株(AccessionNo.CR628336)での解析結果を上段、各事例内の1株から取得したゲノムでの解

析結果を下段に示した。

浴槽水/
貯水槽

浴槽排
水溝

56



 

 

 

表 13-1 ST23 型 78 株の、2 株間 SNP の組み合わせ（Gubbins なし） 

表 13-2 ST23 型 78 株の、2 株間 SNP の組み合わせ（Gubbins あり） 

表 13-3 ST89 型 83 株の、2 株間 SNP の組み合わせ（Gubbins なし） 

表 13-4 ST89 型 83 株の、2 株間 SNP の組み合わせ（Gubbins あり） 
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